
碧南市地域防災計画(地震・津波災害対策計画)新旧対照表 
 

1 
 

 

頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

1 第１編 総則 第１編 総則  

1 第１章 計画の目的 第１章 計画の目的  

1 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 計画の性格 

（略） 

２ 地震防災強化計画 

大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）（以下「大震法」

という。）第６条第２項に基づき、東海地震の地震防災対策強化地域（以下

｢強化地域｣という。）として指定された碧南市は、地域防災計画において、 

（1) 地震防災応急対策に係る措置に関する事項  

（2) 東海地震に係る地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する

事項  

（3) 東海地震に係る防災訓練に関する事項  

（4) 東海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

を定めることとなっており、これらの事項について定めた部分を同法では地

震防災強化計画と呼んでいるが、本計画においては、（1)を「第５編 東海

地震に関する事前対策｣で定め、（2)から（4)までの事項については「第２編 

災害予防」で定めるものとする。 

（略） 

 

３ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

（略） 

（5) 南海トラフ地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項

を定めることとなっており、これらの事項について定めた部分を同法で

は南海トラフ地震防災対策推進計画と呼んでいるが、この計画において

は「第２編災害予防」及び「第３編災害応急対策」で定めるものとする。 

 

（略） 

第２節 計画の性格 

（略） 

２ 地震防災強化計画 

大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）（以下「大震法」

という。）第６条第２項に基づき、東海地震の地震防災対策強化地域（以下

｢強化地域｣という。）として指定された碧南市は、地域防災計画において、 

(1) 地震防災応急対策に係る措置に関する事項  

(2) 東海地震に係る地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事

項  

(3) 東海地震に係る防災訓練に関する事項  

(4) 東海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

を定めることとなっており、これらの事項について定めた部分を同法では地

震防災強化計画と呼んでいるが、本計画においては、計画中に別紙として位

置付けた「東海地震に関する事前対策」で定めるものとする。 

 

（略） 

 

３ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

（略） 

(5) 南海トラフ地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項を

定めることとなっており、これらの事項について定めた部分を同法では

南海トラフ地震防災対策推進計画と呼んでいるが、この計画においては

「第２編災害予防」、「第３編災害応急対策」及び「第５編南海トラフ

地震臨時情報発表時の対応」で定めるものとする。 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 
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2 

 

 

3 

第３節 計画の構成 

この計画の構成と主な内容は、次のとおりである。 

地域防災計画【地震・津波災害対策計画】 

構    成 主 な 内 容 関連計画・資料 

第１編 総則 （略） （略） 

第２編 災害予防 （略） （略） 

第３編 災害応急対策 （略） （略） 

第４編 災害復旧・復興 （略） （略） 

第５編 
東海地震に関す
る事前対策 

東海地震注意情報が発表された場合、又
は東海地震に関する警戒宣言が発せら
れた場合の対応等 

（略） 

 

第３節 計画の構成 

この計画の構成と主な内容は、次のとおりである。 

地域防災計画【地震・津波災害対策計画】 

構    成 主 な 内 容 関連計画・資料 

第１編 総則 （略） （略） 

第２編 災害予防 （略） （略） 

第３編 災害応急対策 （略） （略） 

第４編 災害復旧・復興 （略） （略） 

第５編 
南海トラフ地震
臨時情報発表時
の対応 

南海トラフ地震臨時情報が発表された 

場合の対応等 

（略） 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 

12 第４章 基本理念及び重点を置くべき事項 第４章 基本理念及び重点を置くべき事項  

12 

 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 重点を置くべき事項 

防災基本計画及び「第３章 被害想定」を踏まえ、地域の防災対策において、

特に重点を置くべき事項は次のとおりとする。 

（略） 

３ 大規模広域災害への即応力の強化に関する事項 

大規模広域災害にも対応し得る即応体制を充実・強化するため、発災時

における積極的な情報の収集・伝達・共有体制の強化や、市町村間の相互

支援体制を構築すること。（追加） 

 

 

 

また、県及び市町村と企業等との間で協定を締結するなど、各主体が連

携した応急体制の整備に努めること。 

４ （略） 

５ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

住民等の円滑かつ安全な避難を確保するため、ハザードマップの作成、

避難勧告等の判断基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び周知徹底、

立退き指示等に加えての必要に応じた「屋内安全確保」の指示、避難行動

要支援者名簿の作成及び活用を図ること。 

第２節 重点を置くべき事項 

防災基本計画及び「第３章 被害想定」を踏まえ、地域の防災対策において、

特に重点を置くべき事項は次のとおりとする。 

（略） 

３ 大規模広域災害への即応力の強化に関する事項 

大規模広域災害にも対応し得る即応体制を充実・強化するため、発災時

における積極的な情報の収集・伝達・共有体制の強化や、市町村間の相互

支援体制を構築するとともに、実践的な訓練の実施に努めること。その際、

効果的・効率的な対策を行うため、災害対応に必要な情報項目等の標準化

や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る

など、災害対応業務のデジタル化の促進に努める。 

また、県及び市町村と企業等との間で協定を締結するなど、各主体が連

携した応急体制の整備に努めること。 

４ （略） 

５ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

住民等の円滑かつ安全な避難を確保するため、ハザードマップの作成、

避難情報の判断基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び周知徹底、

立退き指示等に加え必要に応じた「緊急安全確保」の指示、避難行動要支

援者名簿及び個別避難計画の作成及び活用を図ること。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

 

(防災基本計画

第 1 編第 3 章

(P6)) 

 

 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第 1 項、第 3

項及び第49条の
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13 

 

６ 被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事項 

被災者に対して避難生活から生活再建に至るまで必要な支援を適切に提

供するため、被災者が一定期間滞在する避難所の指定、周知徹底及び生活

環境の確保、被災者に対する円滑な支援に必要な罹災証明書の発行体制の

整備、積極的な被災者台帳の作成及び活用を図ること。 

（追加） 

 

 

（略） 

６ 被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事項 

被災者に対して避難生活から生活再建に至るまで必要な支援を適切に提

供するため、被災者が一定期間滞在する避難所の指定、周知徹底及び生活

環境の確保、被災者に対する円滑な支援に必要な罹災証明書の発行体制の

整備、積極的な被災者台帳の作成及び活用を図ること。 

また、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所

等において、被災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもなら

ないよう、「暴力は許されない」意識の普及、徹底を図ること。 

（略） 

14関係) 

 

 

 

 

(防災基本計画 

第2編第1章 

(P16)) 

 

15 第５章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第５章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱  

15 第１節 実施責任 

（略） 

４ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、災害対策基本法の基本理

念にのっとり平素から災害予防体制の整備を図るとともに、警戒宣言発令

時及び災害時には、応急措置を実施する。 

また、市その他防災関係機関の防災活動に協力する。 

第１節 実施責任 

（略） 

４ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、災害対策基本法の基本理

念にのっとり平素から災害予防体制の整備を図るとともに、災害時には、

応急措置を実施する。 

また、市その他防災関係機関の防災活動に協力する。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

機関名 内     容 

碧南市 

（略） 

（2) 災害応急対策 

ア 災害予警報を始めとする地震に関する情報、南海トラフ地震に関

連する情報等を含む。）の収集伝達を行う。 

イ 災害による被害状況の調査及び報告を行う。 

ウ 災害広報（東海地震に関する警戒宣言、地震予知情報、南海トラ

フ地震に関連する情報（巨大地震警戒・巨大地震注意)等を含む。）

を行う。 

（略） 

エ 避難の勧告、指示を行う。 

（略） 

（4) 東海地震に関する事前対策 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

機関名 内     容 

碧南市 

（略） 

(2) 災害応急対策 

ア 災害予警報を始めとする地震に関する情報、南海トラフ地震に関

連する情報等を含む。）の収集伝達を行う。 

イ 災害による被害状況の調査及び報告を行う。 

ウ 災害広報（南海トラフ地震に関連する情報（巨大地震警戒・巨大

地震注意)等を含む。）を行う。 

 

（略） 

エ 避難の指示を行う。 

（略） 

(4) 南海トラフ地震に関する事前対策 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60
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15 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

東海地震注意情報又は南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒・巨

大地震注意)が発表された段階から、応急復旧に必要な人員・資機材

の確認を行う。 

 

２ 県 

機関名 内     容 

愛知県 

（1) 災害予警報を始めとする災害に関する情報（東海地震に関する警戒

宣言、東海地震に関連する情報、南海トラフ地震に関連する情報等を

含む。）の収集伝達を行う。 

（2) 災害広報（東海地震に関する警戒宣言、東海地震に関連する情報、

南海トラフ地震に関連する情報等を含む。）を行う。 

（略） 

（5) 避難の勧告、指示を代行することができる。 

（略） 

（26)東海地震注意情報又は南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒・巨

大地震注意)が発表された段階から、公共土木施設を巡視･点検し、応

急復旧に必要な人員･資機材の確認を行う。 

（略） 

愛知県警察 

（1) 災害時又は警戒宣言発令時等における警備対策、交通対策の企画、

調整及び推進に関することを行う。 

（略） 

（4) 被害実態の早期把握と情報（東海地震に関する警戒宣言、東海地震

に関連する情報、南海トラフ地震に関連する情報等を含む。）の伝達を

行う。 

（略） 

（9) 災害時又は警戒宣言発令時等における交通秩序の保持を行う。 

（略） 

 

３ 指定地方行政機関 

機関名 内     容 

東海財務局 

（略） 

（4) 警戒宣言が発せられたときは、必要に応じて、適当と認める機関又

は団体と緊密な連絡を取りつつ、民間金融機関等に対し、その業務の

円滑な遂行を確保するため、適切な措置を講じるよう要請する。 
（5) （略）  
（6) 災害が発生した場合、又は東海地震にかかる警戒宣言が発せられた

ときに応急措置等のため必要があると認められるときは、管理する国
有財産について、関係法令等の定めるところにより、無償貸付等の措
置を適切に行う。 

（7) （略） 

（略） （略） 

第四管区海

上保安本部 

（1) 船舶、臨海施設、遊泳者等に対し、災害の発生、その他災害に関す

る情報の伝達及び周知を図る。 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒・巨大地震注意)が発表さ

れた段階から、応急復旧に必要な人員・資機材の確認を行う。 

 

 

２ 県 

機関名 内     容 

愛知県 

(1) 災害予警報を始めとする災害に関する情報（南海トラフ地震に関連

する情報等を含む。）の収集伝達を行う。 

 

(2) 災害広報（南海トラフ地震に関連する情報等を含む。）を行う。 

 

（略） 

(5) 避難の指示を代行することができる。 

（略） 

(26)南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒・巨大地震注意)が発表され

た段階から、公共土木施設を巡視･点検し、応急復旧に必要な人員･資

機材の確認を行う。 

（略） 

愛知県警察 

(1) 災害時等における警備対策、交通対策の企画、調整及び推進に関す

ることを行う。 

（略） 

(4) 被害実態の早期把握と情報（南海トラフ地震に関連する情報等を含

む。）の伝達を行う。 

 

（略） 

(9) 災害時等における交通秩序の保持を行う。 

（略） 

 

３ 指定地方行政機関 

機関名 内     容 

東海財務局 

（略） 

（削除） 
 
 
(4) （略）  
(5) 災害が発生した場合、管理する国有財産について、関係法令等の定

めるところにより、無償貸付等の措置を適切に行う。 
 
 
(6) （略） 

（略） （略） 

第四管区海

上保安本部 

(1) 船舶、臨海施設、遊泳者等に対し、地震等に関する情報の伝達及び

周知を図る。 

条第1項関係) 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 
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19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

 

 

（略） 

（略） （略） 

中部地方整

備局 

（略）  

（2) 地震防災応急対策 

ア 警戒宣言が発令された場合、緊急輸送路を確保する等の目的で実

施される交通規制に協力する。 

イ 道路利用者に対して、東海地震に関連する情報等及び交通規制等

の情報提供を道路情報板や道の駅等の道路情報提供装置を用いて行

い、情報の周知を図るとともに、低速走行の呼びかけを行う。 

（3) （略） 

（4) 応急復旧 

（略） 

カ 飛行場の被災に際しては、必要に応じ総合的な応急対策及び応急

復旧工事を施行する。 

キ （略） 

ク （略） 

（略） （略） 

 

４ 自衛隊 

機関名 内     容 

自衛隊 

（略） 

（2) 東海地震注意情報の発表に伴う措置 

ア 師団司令部に指揮所を開設する。 

イ 各部隊は災害派遣準備に着手する。 

ウ 連絡班及び偵察班の派遣を準備する。 

エ 航空機の一部を守山駐屯地等に移動し、指揮・連絡活動を実施す

る。 

（3) 警戒宣言が発せられたときの措置 

ア 非常勤務態勢に移行し、全力をもって災害派遣準備を促進する。 

イ 北陸及び滋賀県所在部隊を東海地区へ集中する。 

ウ 所要の航空機を小牧基地に移動し、必要に応じ航空偵察を実施す

る。 

エ 愛知県地震災害警戒本部（状況により他の機関)へ連絡班（連絡幹

部)を派遣する。 

（4) （略） 

 

６ 指定公共機関 

機関名 内     容 

（略） （略） 

日本放送協

会 

（1) 地震災害及び社会的混乱の防止を目的として、東海地震に関連する

情報等の放送を行う。 

（略） 

（略） （略） 

中部地方整

備局 

（略）  

（削除） 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) 応急復旧 

（略） 

（削除） 

 

カ （略） 

キ （略） 

（略） （略） 

 

４ 自衛隊 

機関名 内     容 

自衛隊 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

 

６ 指定公共機関 

機関名 内     容 

（略） （略） 

日本放送協

会 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(気象業務法第

15条第 6項に基

づく整理) 
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21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 

 

 

 

 

 

 

23 

 

 

 

 

 

 

（2) 平常時から防災知識の普及に関する報道を行う。 

（3) 大津波警報、津波警報、津波注意報、緊急地震速報、地震情報等及

び被害状況等の報道を行う。 

（略） （略） 

中部電力株

式会社 (※

1)、株式会社

ＪＥＲＡ、関

西電力株式

会社(※2)、

電源開発株

式会社(※3) 

（1) 電力設備の災害予防措置を講ずるとともに、東海地震注意情報が発

表された場合、並びに南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)が発せ

られた場合又は警戒宣言が発せられた場合には電力施設の応急安全措

置等災害予防に必要な応急対策を実施する。 

（略） 

東邦瓦斯株

式会社 

（略） 

（2) 東海地震注意情報が発表された場合、災害対策本部を設置し、地震

防災応急対策の準備を行う。 

（3) （略） 

（略） （略） 

西日本電信

電話株式会

社 

（1) 警戒宣言並びに東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に

関連する調査情報（臨時)等の正確かつ迅速な収集、伝達を行う。 

（2) 警戒宣言並びに東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に

関連する調査情報（臨時)等が発せられた場合及び災害応急措置の実施

に通信が必要な場合に通信設備を優先的に利用させる。 

（3) ～（10) （略） 

（略） （略） 

株式会社Ｎ

ＴＴドコモ 

（1) 警戒宣言並びに東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に

関連する調査情報（臨時)等の正確かつ迅速な収集、伝達を行う。 

（2) 警戒宣言並びに東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に

関連する調査情報（臨時)等が発せられた場合及び災害応急措置の実施

に通信が必要な場合に通信設備を優先的に利用させる。 

（3) ～（6) （略） 

（略） （略） 

 

７ 指定地方公共機関 

機関名 内     容 

（略） （略） 

各ガス事業

会社 

（1) （略） 

（2) 東海地震注意情報が発表された場合には、非常体制に入る。 

（3) （略） 

一般社団法 （1) 警戒宣言発令後、緊急輸送対策本部及び支部対策室を設置する。 

(1) 平常時から防災知識の普及に関する報道を行う。 

(2) 大津波警報、津波警報、津波注意報、緊急地震速報（警報）、地震

情報等及び被害状況等の報道を行う。 

（略） （略） 

中部電力株

式会社(※

1)、株式会

社 Ｊ Ｅ Ｒ

Ａ、関西電

力株式会社

(※2)、電源

開発株式会

社(※3) 

(1) 電力設備の災害予防措置を講ずるとともに、南海トラフ地震臨時情

報(巨大地震警戒)が発せられた場合には電力施設の応急安全措置等災

害予防に必要な応急対策を実施する。 

（略） 

東邦瓦斯株

式会社 

（略） 

（削除） 

 

(2) （略） 

（略） （略） 

西日本電信

電話株式会

社 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

(1) ～(8)（略） 

（略） （略） 

株式会社Ｎ

ＴＴドコモ 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

(1) ～(4)（略） 

（略） （略） 

 

７ 指定地方公共機関 

機関名 内     容 

（略） （略） 

各ガス事業

会社 

(1) （略） 

（削除） 

(2) （略） 

一般社団法 （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 
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人愛知県ト

ラック協会 

（2) （略） 

（略） （略） 
 

人愛知県ト

ラック協会 

（略） 

（略） （略） 
 

 

 

25 第２編 災害予防 第２編 災害予防  

25 第１章 防災協働社会の形成推進 第１章 防災協働社会の形成推進  

27 

 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 

 

 

 

 

 

 

第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 

（略） 

２ 自主防災会における措置 

自主防災会は、地域の実情に応じた防災計画に基づき、平常時、警戒宣

言発令時及び災害発生時において効果的に防災活動を行うよう努めるもの

とする。 

（1) 平常時の活動 

（略） 

（2) 警戒宣言発令時の活動 

ア 市、消防機関等からの情報の伝達 

イ 市民のとるべき措置の呼びかけ 

ウ 要配慮者の安全確保 

エ 発災に備えた防災用資機材等の点検、確保 

オ 避難所の点検 

（3) 災害発生時の活動 

（略） 

４ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 

（略） 

（2) ボランティアコーディネーター養成講座の開催 

市及び碧南市社会福祉協議会は、ＮＰＯ・ボランティア関係団体等と

相互に連絡し、ボランティアとして被災地の支援をしたい者と支援を求

める者との調整役となるコーディネーターの確保に努めるものとする。

このため、市及び碧南市社会福祉協議会は、ボランティアコーディネー

ターの養成に努めるとともに、養成したボランティアコーディネーター

第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 

（略） 

２ 自主防災会における措置 

自主防災会は、地域の実情に応じた防災計画に基づき、平常時及び災害

発生時において効果的に防災活動を行うよう努めるものとする。 

 

(1) 平常時の活動 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

(2) 災害発生時の活動 

（略） 

４ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 

（略） 

(2) ボランティアコーディネーター養成講座の開催 

市及び碧南市社会福祉協議会は、ＮＰＯ・ボランティア関係団体等と相

互に連絡し、ボランティアとして被災地の支援をしたい者と支援を求め

る者との調整役となるコーディネーターの確保に努めるものとする。こ

のため、市及び碧南市社会福祉協議会は、ボランティアコーディネータ

ーの養成に努めるとともに、養成したボランティアコーディネーターに

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 
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29 に対し、コーディネートの知識・技術の向上を図るためのフォローアッ

プ研修等を実施する。 

なお、碧南市社会福祉協議会は、養成したボランティアコーディネー

ターに県が実施するフォローアップ講座等を受講させるものとする。 

また、碧南市社会福祉協議会においては、引き続きボランティアコー

ディネーター養成講座の開催に努めるものとする。 

対し、コーディネートの知識・技術の向上を図るためのレベルアップ研

修等を実施する。 

なお、碧南市社会福祉協議会は、養成したボランティアコーディネータ

ーに県が実施するレベルアップ講座等を受講させるものとする。 

また、碧南市社会福祉協議会においては、引き続きボランティアコーデ

ィネーター養成講座の開催に努めるものとする。 

(表記の整理) 

 

 

33 第２章 建築物等の安全化 第２章 建築物等の安全化  

33 基本方針 

○ 現在、建築物の構造上の安全性は、建築基準法を基盤に日本建築学会等

の技術基準によってかなり高い水準が確保されているが、防災上重要な建

物となる公共施設は、より強い地震を想定して、一層耐震性を強化して崩

壊防止に努める必要がある。 

（略） 

基本方針 

○ 現在、建築物の構造上の安全性は、建築基準法を基盤に日本建築学会等

の技術基準によってかなり高い水準が確保されているが、防災上重要な建

物となる公共施設は、より強い地震を想定して、一層耐震性を強化して倒

壊防止に努める必要がある。 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

33 

 

主な機関の措置 
区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 

建築物の耐震推進 

（市）本部班(防災課)、

調達班(行政課)、学校教

育班(庶務課)、こども班

(こども課)、住宅建築班

(建築課)、調達班(資産活

用課)、水道班(水道課)、

下水道班(下水道課)、土

木施設管理班(土木港湾

課、都市整備課)、社会教

育班(生涯学習課)、第1

医療班(健康課)、福祉班

(福祉課)、要配慮者支援

班(高齢介護課)、農水班

（農業水産課）始め全課 

（略） 

第２節 

交通関係施設等の整

備  

（市）土木施設管理班(土

木港湾課、都市計画課)、 

消防署 

（略） 

（略） （略） （略） 

第４節 （市）本部班(防災課)、 （略） 

主な機関の措置 
区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 

建築物の耐震推進 

（市）学校教育班(庶務

課)、こども班(こども

課)、住宅建築班(建築

課)、調達班(資産活用

課)、水道班(水道課)、下

水道班(下水道課)、土木

施設管理班(土木港湾課、

都市整備課)、社会教育班

(生涯学習課)、第1医療

班(健康課)、福祉班(福祉

課)、要配慮者支援班(高

齢介護課)、農水班(農業

水産課)始め全課 

（略） 

第２節 

交通関係施設等の整

備 

（市）土木施設管理班(土

木港湾課、都市計画課)、

農水班(農業水産課) 

消防署、警察署 

（略） 

（略） （略） （略） 

第４節 （市）社会教育班(文化財 （略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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文化財の保護 社会教育班(文化財課) 

（略） （略） （略） 
 

文化財の保護 課) 

（略） （略） （略） 
 

 

 

34 

 

35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

 

 

 

 

第１節 建築物の耐震推進 

（略） 

３ 公共建築物の耐震性の確保・向上及び安全確保 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－１ 

（1) （略） 

（2) その他の市有建築物の耐震性の確保 

その他の市有建築物のうち耐震性の不足するものの耐震改修 

 

（3) （略） 

４ 一般建築物の耐震性の向上促進及び減災の推進 

（1) 住宅地震相談・一般建築相談の体制強化 

市は、住宅に関する地震対策や、一般の建築相談に応ずるため、市役

所（建築課)に相談コーナーを設けるとともに、より多くの市民が活用

できるよう一層の充実を図るものとする。 

（2) 民間住宅の耐震診断･耐震改修促進 

市は、建築物の倒壊を考え、木造、非木造に分類した棟数及び分布状

況について調査するものとする。また、旧基準木造住宅を対象に所有者

負担ゼロの耐震診断及び、旧基準非木造住宅の耐震診断補助（住宅耐震

化促進事業)を実施する。 

耐震改修についても、耐震性の低い住宅に対して、改修するための設

計及び工事費に補助をする耐震改修補助、建替に対する補助（同一敷地

内に限る)、除却に対する補助を実施して、旧基準住宅の耐震改修の促

進を図るものとする。 

  （追加） 

 

 

 

(3) （略） 

（4) （略） 

（5) 住宅等地震対策普及啓発の推進 

第１節 建築物の耐震推進 

（略） 

３ 公共建築物の耐震性の確保・向上及び安全確保 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－１ 

(1) （略） 

(2) その他の市有建築物の耐震性の確保 

その他の市有建築物についても昭和５６年度制定の新耐震設計基準を

踏まえ、重要建築物に準じて耐震性能の向上に努める。 

(3) （略） 

４ 一般建築物の耐震性の向上促進及び減災の推進 

(1) 住宅耐震相談・一般建築相談の体制強化 

市は、住宅に関する地震対策や、一般の建築相談に応ずるため、市役所

（建築課)に相談コーナーを設けるとともに、より多くの市民が活用でき

るよう一層の充実を図るものとする。 

(2) 民間住宅の耐震診断･耐震改修促進 

市は、建築物の倒壊を考え、木造、非木造に分類した棟数及び分布状況

について調査するものとする。また、昭和５６年５月以前着工の旧基準

木造住宅を対象に所有者負担ゼロの耐震診断及び、旧基準非木造住宅の

耐震診断補助を実施する。 

耐震改修についても、耐震性の低い住宅に対して、改修するための設計

及び工事費に補助をする耐震改修補助、建替に対する補助（同一敷地内

に限る)、除却に対する補助を実施して、旧基準住宅の耐震改修の促進を

図るものとする。 

  (3) 減災対策の推進 

    市は、木造住宅の耐震改修工事を段階的に行う工事に対する補助や高

齢者等の要配慮者に対し、耐震シェルター設置に対する補助を実施す

る。 

  (4) （略） 

(5) （略） 

(6) 住宅等地震対策普及啓発の推進 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 
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36 

 

 

市は、住宅等の地震に対する知識を広めるため、建物等のわかりやす

い補強方法等を記したパンフレット・リーフレット等を市民に配布する

など地震対策知識の普及に努めるものとする。 

 

（6) （略） 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－１ 

住宅・建築物の構造強化だけでは十分とはいえないので、ブロック塀の生

垣への変更補助、要配慮者に対し家具の転倒防止金具の無料設置などを行

う。 

市は、住宅等の地震に対する知識を広めるため、建物等のわかりやす

い補強方法や安価な耐震改修方法等を記したパンフレット・リーフレッ

ト等を市民に配布やホームページに掲載するなど地震対策知識の普及に

努めるものとする。 

(7) （略） 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－１ 

住宅・建築物の構造強化だけでは十分とはいえないので、ブロック塀等

撤去補助、家具の転倒防止対策、窓ガラスや天井の落下防止対策及びエ

レベーターの安全対策を推進する。 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 交通関係施設等の整備 

（略） 

２ 道路施設 

（略） 

（1) 道路・橋梁等の整備 

ア 災害に強い道路ネットワークの整備 

大地震等の災害発生時においても、経済活動、市民に及ぼす影響を

最小化し、災害応急活動及び警戒宣言発令時対策活動の実施に必要な

物資・資機材・要員等の緊急輸送を行うため、緊急輸送道路を事前に

指定するとともに、その整備に努める。さらに、必要な代替ルートの

確保に努める。 

（略） 

５ 港湾・漁港 

県及び市は以下の対策を実施する。 

（1) 港湾 

ア 耐震強化岸壁の整備 

震災時における海上輸送機能を確保するため、耐震強化岸壁の整備

やガントリークレーンの免震化を進める。  

  イ 緊急輸送道路の確保 

耐震強化岸壁背後に、緊急物資の一時保管のための広場（緑地)や緊

急物資を円滑に陸上輸送するための緊急輸送道路を確保する。 

ウ 臨港道路橋梁の耐震化の推進 

震災時に二次災害が予測される等、整備の緊急性が高い臨港道路橋

第２節 交通関係施設等の整備 

（略） 

２ 道路施設 

（略） 

(1) 道路・橋梁等の整備 

ア 災害に強い道路ネットワークの整備 

大地震等の災害発生時においても、経済活動、市民に及ぼす影響を最

小化し、災害応急活動の実施に必要な物資・資機材・要員等の緊急輸

送を行うため、緊急輸送道路を事前に指定するとともに、その整備に

努める。さらに、必要な代替ルートの確保に努める。 

 

（略） 

５ 港湾・漁港 

県及び市は以下の対策を実施する。 

(1) 港湾 

ア 耐震強化岸壁の整備 

震災時における海上輸送機能を確保するため、耐震強化岸壁の整備を

進める。  

  イ 緊急輸送道路の確保 

耐震強化岸壁背後に、緊急物資の一時保管のための広場（緑地)や緊

急物資を円滑に陸上輸送するための緊急輸送道路を確保する。 

ウ 臨港道路橋梁の耐震化の推進 

震災時に二次災害が予測される等、整備の緊急性が高い臨港道路橋梁

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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40 

 

梁について優先的に耐震化を推進する。 

エ 津波被害低減対策 

港湾における津波被害の低減を図るため、コンテナ等の流出防止柵の設置

や、埠頭用地等の嵩上げを実施する。 

について優先的に耐震化を推進する。 

エ 津波被害低減対策 

港湾における津波被害の低減を図るため、埠頭用地等の嵩上げを実施す

る。 

40 

 

 

第３節 ライフライン関係施設等の整備 

１ 施設管理者、及び市における措置 

(1) （略） 

(2) 早期復旧や予防保全の迅速化に向けた相互の連携 

市は、停電や通信障害が広域的に発生する事態に備え、倒木の伐採・除

去や道路啓開作業等の支援など、電力事業者、通信事業者、建設業団体、

自衛隊等関係機関と早期復旧のための協力体制の整備を推進する。また、

県、電気事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等に

よる予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に

努める。なお、事前伐採等の実施に当たっては、市との協力に努める。 

第３節 ライフライン関係施設等の整備 

１ 施設管理者、及び市における措置 

(1) （略） 

(2) 早期復旧や予防保全の迅速化に向けた相互の連携 

市は、停電や通信障害が広域的に発生する事態に備え、倒木の伐採・除

去や道路啓開作業等の支援など、電気事業者、通信事業者、建設業団体、

自衛隊等関係機関と早期復旧のための協力体制の整備を推進する。また、

県、電気事業者及び通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網に支

障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努め

る。なお、事前伐採等の実施に当たっては、市との協力に努める。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

47 

 

 

 

 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

１ 市における措置 

市は、県が作成する地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事

業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和 55年法律第63号)によ

る｢地震対策緊急整備事業計画｣及び地震防災対策特別措置法（平成 7 年法

律第111号)による｢地震防災緊急事業五箇年計画｣に基づき、警戒宣言発令

時の地震防災応急対策又は地震発生後の災害応急対策を実施する上で必要

な施設等を整備するものとする。また、市は、地震防災対策を推進するた

め、単独事業等を実施する。 

（略） 

４ 単独事業 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（５)５－２ 

（1) 防災対策事業 

市は、災害に強く安全なまちづくりを進めるため、防災対策事業債を

活用した防災対策事業を実施する。 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

１ 市における措置 

市は、県が作成する地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事

業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和 55年法律第 63号)によ

る｢地震対策緊急整備事業計画｣及び地震防災対策特別措置法（平成 7 年法

律第111号)による｢地震防災緊急事業五箇年計画｣に基づき、地震防災上緊

急に整備すべき施設等を整備するものとする。また、市は、地震防災対策

を推進するため、単独事業等を実施する。 

 

（略） 

４ 単独事業 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（５)５－２ 

(1) 防災対策事業 

市は、災害に強く安全なまちづくりを進めるため、防災対策事業債を活

用した防災対策事業を実施する。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

 

 

 

 

ア 防災基盤整備事業の概要 

（ｱ) 事業計画：防災基盤整備計画の策定、総務省へ提出  

（ｲ) 対象事業：防災施設整備事業、防災システムの IT 化事業、消防  

広域化対策事業 

（ｳ) 碧南市における該当事業なし 

イ 公共施設等耐震化事業の概要 

（ｱ) 事業計画：公共施設耐震化事業計画の策定、総務省へ提出  

（ｲ) 対象事業：地域防災計画上その耐震改修を進める必要のある施設 

（ｳ) 碧南市における該当事業 

市道等に架かる橋梁の耐震工事及び落橋防止工事を次表のとおり

計画的に進めるものとする。 

事業名 
平成２７年度 

まで整備数 

年度別整備計画 

平成２８年度以降 

耐震・落橋防止工事 １８ ３ 

該当橋梁 

港南橋、権現橋、大浜上橋、二ツ橋、 

高与橋、塩とり橋、伏見屋水門橋、 

堀方橋、鼬橋、旭橋、 

丸山橋、潮見大橋、坂上橋、 

堀川橋、臨海公園跨道橋、一ツ橋、志

貴崎橋、曳舟橋 

長田橋（架替予定)明石公

園スカイブリッジ、明石

公園さくら橋 

（2) その他の事業 

（略） 

オ 海岸堤防の耐震補強整備 

海岸堤防の耐震補強については県始め関係機関へ要望していく。 

 

（略） 

ア 防災基盤整備事業の概要 

(ｱ) 事業計画：防災基盤整備計画の策定、総務省へ提出  

(ｲ) 対象事業：防災施設整備事業、防災システムの IT化事業、消防広

域化対策事業 

(ｳ) 碧南市における該当事業なし 

イ 公共施設等耐震化事業の概要 

(ｱ) 事業計画：公共施設耐震化事業計画の策定、総務省へ提出  

(ｲ) 対象事業：地域防災計画上その耐震改修を進める必要のある施設 

(ｳ) 碧南市における該当事業 

市道等に架かる橋梁の耐震工事及び落橋防止工事を次表のとおり

計画的に進めるものとする。 

事業名 
令和２年度 

まで整備数 

年度別整備計画 

令和３年度以降 

耐震・落橋防止工事 ２０ １ 

該当橋梁 

港南橋、権現橋、大浜上橋、二ツ橋、 

高与橋、塩とり橋、伏見屋水門橋、 

堀方橋、鼬橋、旭橋、 

丸山橋、潮見大橋、坂上橋、 

堀川橋、臨海公園跨道橋、一ツ橋、志

貴崎橋、曳舟橋、明石公園スカイブリ

ッジ、明石公園さくら橋 

長田橋（架替予定)  

(2) その他の事業 

（略） 

オ 海岸堤防等の耐震補強整備 

海岸堤防及び水門の耐震補強については、県等は本市において整備を

推進する。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

51 第３章 都市の防災性の向上 第３章 都市の防災性の向上  

51 

 

 

 

 

基本方針 

○ 都市計画マスタープラン等に基づき、適切に土地利用計画を定め、道

路・公園等の防災上重要な都市施設の整備や建築物の不燃化を促進する。

さらに都市基盤施設が不足する密集市街地では、土地区画整理事業等によ

る市街地開発等の面的整備事業を促進する。さらに、住民が主体となって

きめ細かなまちづくりを進めるため、地区計画の推進を図る。 

基本方針 

○ 都市計画マスタープラン等に基づき、適切に土地利用計画を定め、道

路・公園等の防災上重要な都市施設の整備や建築物の不燃化を促進する。

さらに都市基盤施設が不足する密集市街地では、狭あい道路の拡幅、建築

物等の耐震化及び空き家の除却や跡地利用に対する取組みを促進する。さ

らに、住民が主体となってきめ細かなまちづくりを進めるため、地区計画

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

(表記の整理) 
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51 

 

 

（追加） 

 

 

 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 担 当 課 主  な  措  置 

（略）   

第3節 
建築物の不燃化の促進 

（市）本部班(防災課)、
土木施設管理班(都市
計画課) 、住宅建築班
(建築課)  

（略） 

（追加）   

第4節 
市街地の面的な整備・
改善 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課、都市計画
課、都市整備課) 

１(1) 市街地開発事業 
１(2) 地区計画 

 

の推進を図る。 

また、これらの整備に加え、自然環境の機能を活用することなどにより

地域のレジリエンスを高める「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」

及び「グリーンインフラ」の取組の推進など、総合的な防災・減災対策を

講じることにより、災害に強いまちの形成を図る。 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 担 当 課 主  な  措  置 

（略）   

第3節 
建築物の不燃化の促進 

（市）土木施設管理班
(都市計画課)、住宅建
築班(建築課) 

（略） 

第4節 
建築物の耐震化の促進 

住宅建築班(建築課) １(1) 建築物の耐震化の促進 

第5節 
市街地の整備・改善 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課、都市計画
課、都市整備課)、住宅
建築班(建築課) 

１(1) 密集市街地の改善 
１(2) 地区計画 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(都市再生基本

方針(R2.9)を踏

まえた修正) 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

52 

 

 

 

 

 

 

第２節 防災上重要な都市施設の整備 

１ 市における措置 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－３ 

（1) （略） 

（2) 公園・緑地の整備 

（略） 

ア 都市公園の整備 

都市公園は、過去の例が示すように震災時の避難場所、避難路ある

いは救援活動の拠点として、防災上重要な役割を持っており、都市公

園の量的拡大そのものが、防火帯や避難場所等の防災機能の増大を果

たすことになることから、その整備を積極的に推進していく。 

また、公園・緑地の配置計画については、「碧南市緑の基本計画」で

位置付ける防災系統の配置方針に基づき、耐震性貯水槽や防災備蓄倉

庫など防災施設の整備と防災機能の充実を図り、避難場所など防災活

動の場として役割を果たす伊勢町公園などの整備を推進する。 

第２節 防災上重要な都市施設の整備 

１ 市における措置 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－３ 

(1) （略） 

(2) 公園・緑地の整備 

（略） 

ア 都市公園の整備 

都市公園は、過去の例が示すように震災時の避難場所、避難路あるい

は救援活動の拠点として、防災上重要な役割を持っており、都市公園

の量的拡大そのものが、防火帯や避難場所等の防災機能の増大を果た

すことになることから、その整備を積極的に推進していく。 

また、公園・緑地の配置計画については、「碧南市緑の基本計画」で

位置付ける防災系統の配置方針に基づき、耐震性貯水槽や防災備蓄倉

庫など防災施設の整備と防災機能の充実を図り、避難場所など防災活

動の場として役割を果たす公園などの整備を推進する。 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

   

52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53 

第３節 建築物の不燃化の促進 

１ 市における措置 

（1) （略） 

（2) 建築物の不燃対策 

市街地の延焼防止を図るため、防火地域又は準防火地域以外の区域に

おいても、建築物の屋根の不燃対策を図るべき地域として都市計画区域

全域における木造建築物等については屋根を不燃材料で葺く等の防火

対策をするとともに、外壁のうち延焼の恐れのある部分を土塗壁等、延

焼防止に有効な構造としなければならないこととしている。 

また、建築物自体の耐火・防火について、建築基準法を中心とする各

種法令により、地震発生に際しても火災ができるだけ拡大しないような

措置をとるものとする。特に、大規模建築物や不特定多数の人が使用す

る人命に危険性の多い建築物は、防火上、避難上の各種の措置の徹底を

図っていくものとする。（建築基準法の防火規制) 

（追加） 

 

（略） 

第３節 建築物の不燃化の促進 

１ 市における措置 

(1) （略） 

(2) 建築物の不燃対策 

市街地の延焼防止を図るため、防火地域又は準防火地域以外の区域に

おいても、建築物の屋根の不燃対策を図るべき地域として都市計画区域

全域における木造建築物等については屋根を不燃材料で葺く等の防火対

策をするとともに、外壁のうち延焼の恐れのある部分を土塗壁等、延焼

防止に有効な構造としなければならないこととしている。 

また、建築物自体の耐火・防火について、建築基準法を中心とする各種

法令により、地震発生に際しても火災ができるだけ拡大しないような措

置をとるものとする。特に、大規模建築物や不特定多数の人が使用する

人命に危険性の多い建築物は、防火上、避難上の各種の措置の徹底を図

っていくものとする。（建築基準法の防火規制) 

ただし、建築基準法その他の法令に基づく基準を満たし、周辺の状況  

も含め防火上、避難上の安全が確保できる場合を除く。 

（略) 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

53 （追加） 

 

第４節 建築物の耐震化の促進 

１ 市における措置 

(1) 建築物の耐震化の促進 

建築物の耐震化促進のため「碧南市建築物耐震改修促進計画」に基づき、

市内全域のすべて建築物を対象建築物とし、耐震化及び減災化を計画的に

実施する。なかでも、昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅及び耐

震性のない特定既存耐震不適格建築物を主な対象として耐震化を図るも

のとする。 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

53 

 

 

第４節 市街地の面的な整備・改善 

１ 市における措置 

（1) 市街地開発事業 

第５節 市街地の整備・改善 

１ 市における措置 

(1) 密集市街地の改善 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

 土地区画整理事業をはじめとする、市街地を面的に整備・改善する事

業は、道路・公園等の公共施設が整備されるとともに建築物の不燃化が

促進され、延焼遮断機能や避難機能等の防災機能が確保されることにつ

ながり、都市の防災性の向上に資するものであるため、計画的に実施す

る。 

狭あい道路の拡幅、建築物等の耐震化及び空き家の除却や跡地利用 

に対する取組みをはじめとする、密集市街地を整備・改善する事業は、

道路拡幅や耐震性能の向上、危険な空き家の除却等により、延焼遮断機

能や避難機能等の防災機能が確保されることにつながり、都市の防災性

の向上に資するものであるため、計画的に実施する。 

 

(表記の整理) 

 

54 第４章 液状化対策・土砂災害等の予防 第４章 液状化対策・土砂災害等の予防  

54 

 

 

基本方針 

○ （略） 

○ （略） 

○ 土砂災害危険箇所や地盤沈下地域の情報を県から入手し、市の地域防災

計画に県の防災上の危険区域の指定状況を反映させるなど県との連携を

強めて必要な防災対策を積極的に実施していくものとする。 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第３節 
宅地造成規制誘導 

（市）土木施設管
理班(都市計画
課)、住宅建築班
(建築課)、本部班
(防災課) 

（略） 

第４節 
土砂災害の防止 

（市）本部班(防災
課)、 
土木施設管理班
(土木港湾課) 

１(1) 土砂災害危険箇所等に関する措置 
１(2) 土砂災害警戒区域等に関する警戒避難体制の

整備 
１(3) ハザードマップの作成及び周知 
１(4) 要配慮者利用施設の利用者の避難確保のため

の措置に関する計画の作成 

 

基本方針 

○ （略） 

○ （略） 

○ 土砂災害警戒区域等や地盤沈下地域の情報を県から入手し、市の地域防

災計画に県の防災上の危険区域の指定状況を反映させるなど県との連携

を強めて必要な防災対策を積極的に実施していくものとする。 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第３節 
宅地造成規制誘導 

（市）土木施設管
理班(都市計画
課)、住宅建築班
(建築課) 

（略） 

第４節 
土砂災害の防止 

（市）本部班(防災
課)、土木施設管理
班(土木港湾課)、
要配慮者支援班
(高齢介護課)、福
祉班(福祉課)、こ
ども班(こども
課)、学校教育班
(学校教育課)、第1
医療班(健康課) 

１(1) 土砂災害警戒区域等に関する措置 
１(2) 土砂災害警戒区域等に関する警戒避難体制の

整備 
１(3) ハザードマップの作成及び周知 
１(4) 要配慮者利用施設の利用者の避難確保のため

の措置に関する計画の作成 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(土砂災害危険

箇所における土

砂災害警戒区域

等の調査が全て

終了したため

等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54 第１節 土地利用の適正誘導 

１ 市における措置 

第１節 土地利用の適正誘導 

１ 市における措置 

２．碧南市各部

局における活動
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

液状化による被害や土砂災害の予防対策としては、基本的には、土地基本

法の基本理念を踏まえ、国土利用計画法に基づく国土利用計画、土地利用基

本計画、さらに都市計画法を始めとする各種個別法令等により、適正かつ安

全な土地利用への誘導規制を図る。同時に、地盤地質を始め自然条件の実態

を把握する自然環境に関するアセスメントを実施することによって、地震に

伴う地盤に係る災害の予防を検討する。 

液状化による被害や土砂災害の予防対策としては、基本的には、土地基本

法の基本理念を踏まえ、国土利用計画法に基づく国土利用計画、土地利用基

本計画、さらに都市計画法を始めとする各種個別法令等により、立地適正化

計画の作成等を推進し、適正かつ安全な土地利用への誘導規制を図る。同時

に、地盤地質を始め自然条件の実態を把握する自然環境に関するアセスメン

トを実施することによって、地震に伴う地盤に係る災害の予防を検討する。 

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

55 

 

 

 

 

 

 

 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 

第４節 土砂災害の防止 

１ 市における措置 

（1) 土砂災害危険箇所等に関する措置 

本市における土砂災害危険箇所としては、急傾斜地崩壊危険箇所（集

中豪雨等によるがけ崩れ災害に対処するため、がけの高さ５m以上、勾配

３０度以上、人家５戸以上の箇所で、その土地の所有者等が崩壊防止工事

を行うことが困難又は不適当と認められるものについて、県に指定された

区域)があり、該当区域は資料編（資料１－１)のとおりである。 

（略） 

（2) 土砂災害警戒区域等に関する警戒避難体制の整備 

ア 市防災会議は、土砂災害危険箇所、山地災害危険地区等に関する資

料を地域防災計画に掲載し、関係住民への周知が図られるよう考慮す

る。 

イ （略） 

ウ 市は、土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報［土砂災害］)が

発表された場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具

体的な避難勧告等の発令基準を設定する。 

 

エ また、本市における土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域

（市民の生命、身体の保護を図るため、「土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平成１２年法律第５７号)

に基づき県に指定された区域)については、資料編（資料１－１)のと

おりであり、防災マップやホームページを通じて住民へ周知する。土

砂災害を防止するために必要な警戒避難体制として、土砂災害に関す

る情報収集、伝達及び住民の避難、救助等については以下のとおりと

する。 

（ｱ)（略） 

第４節 土砂災害の防止 

１ 市における措置 

(1) 土砂災害警戒区域等に関する措置 

本市における土砂災害警戒区域としては、急傾斜地崩壊危険箇所（集中

豪雨等によるがけ崩れ災害に対処するため、がけの高さ５m以上、勾配３

０度以上、人家５戸以上の箇所で、その土地の所有者等が崩壊防止工事

を行うことが困難又は不適当と認められるものについて、県に指定され

た区域)があり、該当区域は資料編（資料１－１)のとおりである。 

（略） 

(2) 土砂災害警戒区域等に関する警戒避難体制の整備 

ア 市防災会議は、土砂災害警戒区域に関する資料を地域防災計画に掲

載し、関係住民への周知が図られるよう考慮する。 

 

イ （略） 

ウ 市は、土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報［土砂災害］)が

発表された場合に直ちに避難指示を発令することを基本とした具体

的な避難指示の発令基準を「避難指示等の判断・伝達マニュアル」で

設定する。 

エ また、本市における土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域

（市民の生命、身体の保護を図るため、「土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平成１２年法律第５７号)

に基づき県に指定された区域)については、資料編（資料１－１)のと

おりであり、防災マップやホームページを通じて住民へ周知する。土

砂災害を防止するために必要な警戒避難体制として、土砂災害に関す

る情報収集、伝達及び住民の避難、救助等については以下のとおりと

する。 

(ｱ)（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

57 

 

（ｲ) 住民の避難、救助等について 

① 住民の避難 

住民の避難について、避難勧告等の判断基準は、「避難勧告等の

判断・伝達マニュアル」に定めるとおりであるが、発令にあたって

は、地震災害により地盤が弱くなっていることを考慮するほか、大

雨時の避難そのものに危険が伴うことなどを考慮し、台風等による

豪雨や暴風の襲来が予測される場合には十分早期に発令するなど、

斜面の状況や気象状況等も含めて総合的に判断する。 

避難勧告等の住民への伝達方法については、広報車による広報、

報道機関への伝達、ホームページへの掲載、同報無線、へきなん防

災メール等で周知する。 

著しく危険が切迫しているとき、もしくは避難の勧告・指示が発

令された場合においては、市職員、消防職員、消防団、警察官、自

主防災会、連絡委員、民生委員児童委員、地域包括支援センター等

との連携・協力により、住民等の危険地域内から安全な地域への避

難誘導に努める。 

 

(ｲ) 住民の避難、救助等について 

① 住民の避難 

住民の避難について、避難情報の判断基準は、「避難指示等の判

断・伝達マニュアル」に定めるとおりであるが、発令にあたっては、

地震災害により地盤が弱くなっていることを考慮するほか、大雨時

の避難そのものに危険が伴うことなどを考慮し、台風等による豪雨

や暴風の襲来が予測される場合には十分早期に発令するなど、斜面

の状況や気象状況等も含めて総合的に判断する。 

避難情報の住民への伝達方法については、広報車による広報、報

道機関への伝達、ホームページ及び LINE、Twitter、Facebookなど

のソーシャルメディアへの掲載、同報無線、へきなん防災メール等

で周知する。 

著しく危険が切迫しているとき、もしくは避難の指示が発令され

た場合においては、市職員、消防職員、消防団、警察官、自主防災

会、連絡委員、民生委員児童委員、地域包括支援センター等との連

携・協力により、住民等の危険地域内から安全な地域への避難誘導

に努める。 

 

局における活動

の反映等 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

 

60 第５章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備 第５章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備  

60 主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
防災施設・設備、災
害用資機材及び体
制の整備 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班
(秘書情報課)、巡視・調査班(税務課)、
第1医療班(健康課)、水道班(水道課)、
下水道班(下水道課)、土木施設管理班
(土木港湾課)、学校教育班(庶務課)、
調達班(資産活用課)、環境班(環境
課)、農水班(農業水産課)、全課、GIS
取り扱う全課、システム利用課、市民
病院、 
消防署、県 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
防災施設・設備、災
害用資機材及び体
制の整備 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班
(秘書情報課)、巡視・調査班(税務課)、
第1医療班(健康課)、水道班(水道課)、
下水道班(下水道課)、土木施設管理班
(土木港湾課)、学校教育班(庶務課)、
調達班(資産活用課)、環境班(環境
課)、農水班(農業水産課)を始め全課、
GIS取り扱う全課、システム利用課、
市民病院、 
消防署、県 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

60 

 

 

61 

 

61 

 

第１節 防災施設・設備及び災害用資機材の整備 

１ 市及び防災関係機関における措置 

（略） 

（4) 応急活動のためのマニュアルの作成等 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（１)１－６ 

市及び防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害発生時

に講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作

成し、職員に周知するとともに、定期的に訓練を行い、活動手順、使用

する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等に

ついて徹底を図る。 

また、市は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害

対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災

害時における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割に

ついて、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておく

よう努める。 

第１節 防災施設・設備及び災害用資機材の整備 

１ 市及び防災関係機関における措置 

（略） 

(4) 応急活動のためのマニュアルの作成等 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】(１)１－６ 

市及び防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害発生時に

講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作成

し、職員に周知するとともに、定期的に訓練を行い、活動手順、使用す

る資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等につ

いて徹底を図る。 

      また、市は、男女共同参画の視点から、地方防災会議の委員に占める     

女性の割合を高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災    

害対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行い、平常時及び    

災害時における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割    

について、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化してお

くよう努める。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(防災基本計画 

第2編第1章 

(P22)) 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

69 第６章 避難行動の促進対策 第６章 避難行動の促進対策  

69 

 

 

 

基本方針 

○ 避難勧告等は、空振りをおそれず、住民等が適切な避難行動をとれるよ

うに、発令基準を基に避難勧告等を発令する。 

（追加） 

 

 

 

○ 災害情報共有システム（Ｌアラート)の活用による報道機関等を通じた

情報提供に加え、緊急速報メール機能等を活用して、津波警報や避難指示

（緊急)等の伝達手段の多重化・多様化を図る。 

（略） 

基本方針 

○ 避難情報は、空振りをおそれず、住民等が適切な避難行動をとれるよう

に、発令基準を基に避難情報を発令する。 

○ 防災情報を災害の切迫度に応じて、５段階の警戒レベルにより提供する

とともに、避難情報に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒

レベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達することなどに

より、住民の積極的な避難行動の喚起に努める。 

○ 災害情報共有システム（Ｌアラート)の活用による報道機関等を通じた

情報提供に加え、緊急速報メール機能等を活用して、津波警報や避難情報

の伝達手段の多重化・多様化を図る。 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係 

基本方針の追

加) 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 



碧南市地域防災計画(地震・津波災害対策計画)新旧対照表 
 

19 
 

 

頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

69 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 

津波警報や避
難指示（緊急)
等の情報伝達
体制の整備 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 

（略） 

第２節 
緊急避難場所
（一時退避場
所、火災時退避
場所)及び避難
路の指定等 

（市）本部班(防災課)、
土木施設管理班(土木港
湾課) 

（略） 

第３節 
避難勧告等の
判断及び伝達
マニュアルの
作成 

（市）本部班(防災課) （略） 

第４節 
避難誘導等に
係る計画の策
定 

（市）本部班(防災課)、
土木施設管理班(土木港
湾課)、 
警察署、防災上重要な施
設の管理者 

（略） 

第５節 
避難に関する
意識啓発 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 

津波警報や避
難情報の情報
伝達体制の整
備 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 

（略） 

第２節 
緊急避難場所
（一時退避場
所、火災時退避
場所)及び避難
路の指定等 

（市）本部班(防災課) （略） 

第３節 
避難情報の判
断及び伝達マ
ニュアルの作
成 

（市）本部班(防災課) （略） 

第４節 
避難誘導等に
係る計画の策
定 

（市）本部班(防災課)、
警察署、防災上重要な施
設の管理者 

（略） 

第５節 
避難に関する
意識啓発 

（市）本部班(防災課) （略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

69 

 

第１節 津波警報や避難指示（緊急)等の情報伝達体制の整備 第１節 津波警報や避難情報の情報伝達体制の整備 １．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

71 

 

 

 

 

第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

１ 市における措置 

（1) マニュアルの作成 

市は、避難指示（緊急)等について、次の事項に留意の上、避難すべき

区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアルを作成するものとす

る。 

第３節 避難情報の判断・伝達マニュアルの作成 

１ 市における措置 

(1) マニュアルの作成 

市は、避難情報について、次の事項に留意の上、避難すべき区域や判断

基準、伝達方法を明確にしたマニュアルを作成するものとする。 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

71 

 

 

 

 

 

72 

 

 

 

ア 津波災害事象の特性に留意すること 

イ 収集できる情報として次の情報を踏まえること 

(ｱ) 大津波警報、津波警報、津波注意報、津波予報及び津波情報 

ウ 「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府)を参考にすること 

エ 区域の設定にあたっては、次の区域を踏まえるとともに、いざとい

うときに市長自らが躊躇なく避難指示（緊急)を発令できるよう、具体

的な区域を設定すること 

（ｱ) 愛知県東海・東南海・南海地震等被害予測調査結果（平成 26年 5

月30日愛知県防災局公表)の浸水想定区域 

(ｲ) 津波浸水想定（平成 26年 11月 26日愛知県建設部公表)における

浸水想定区域 

オ 津波は想定を上回る高さとなる可能性があることなどから、屋内で

の安全確保措置とはせず、立退き避難を原則とすること 

カ 避難勧告等の発令基準等については、津波警報等が発表された場合、

どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必要であ

ることから、避難準備・高齢者避難開始、避難勧告は発令せず、基本

的には避難指示（緊急)のみを発令すること 

キ 我が国から遠く離れた場所で発生した地震に伴う津波のように、到

達までに相当の時間があるものについては、気象庁が津波到達予想時

刻等の情報を「遠地地震に関する情報」の中で発表する場合があるが、

この「遠地地震に関する情報」の後に津波警報等が発表される可能性

があることを認識し、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告の発令

を検討すること 

（2) 判断基準の設定に係る助言 

（略） 

（3) 事前準備 

市は、避難勧告等を発令しようとする場合、国又は県に必要な助言を

求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておく

とともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておく

ものとする。 

また、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時にお

ける優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役

割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるものとする。 

ア 津波災害事象の特性に留意すること 

イ 収集できる情報として次の情報を踏まえること 

(ｱ) 大津波警報、津波警報、津波注意報、津波予報及び津波情報 

ウ 「避難情報に関するガイドライン」（内閣府)を参考にすること 

エ 区域の設定にあたっては、次の区域を踏まえるとともに、いざとい

うときに市長自らが躊躇なく避難指示を発令できるよう、具体的な区

域を設定すること 

(ｱ) 愛知県東海・東南海・南海地震等被害予測調査結果（平成 26 年 5

月30日愛知県防災局公表)の浸水想定区域 

(ｲ) 津波浸水想定（平成 26年 11月 26日愛知県建設部公表)における

浸水想定区域 

オ 津波は想定を上回る高さとなる可能性があることなどから、屋内で

の安全確保措置とはせず、立退き避難を原則とすること 

カ 避難情報の発令基準等については、津波警報等が発表された場合、

どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必要であ

ることから、高齢者等避難は発令せず、基本的には避難指示のみを発

令すること 

キ 我が国から遠く離れた場所で発生した地震に伴う津波のように、到

達までに相当の時間があるものについては、気象庁が津波到達予想時

刻等の情報を「遠地地震に関する情報」の中で発表する場合があるが、

この「遠地地震に関する情報」の後に津波警報等が発表される可能性

があることを認識し、高齢者等避難の発令を検討すること 

 

(2) 判断基準の設定に係る助言 

（略） 

(3) 事前準備 

市は、避難情報を発令しようとする場合、国又は県に必要な助言を求め

ることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとと

もに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくもの

とする。 

また、躊躇なく避難情報を発令できるよう、平常時から災害時における

優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を

分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるものとする。 

条第 1 項及び第

3項関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第 1 項及び第

3項関係) 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

72 

 

第４節 避難誘導等に係る計画の策定 

１ 市及び防災上重要な施設の管理者における措置 

（略） 

（1) 市の避難計画 

市町村の避難計画には、原則として次の事項を記載するものとする。 

ア 避難の勧告又は指示を行う基準及び伝達方法  

（略） 

第４節 避難誘導等に係る計画の策定 

１ 市及び防災上重要な施設の管理者における措置 

（略） 

(1) 市の避難計画 

市町村の避難計画には、原則として次の事項を記載するものとする。 

ア 避難の指示を行う基準及び伝達方法  

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

73 

 

74 

 

 

 

 

第５節 避難に関する意識啓発 

（略） 

（2) 避難のための知識の普及 

市は、必要に応じて、次の事項につき住民に対して、普及のための措

置をとるように努める。 

ア 平常時における避難のための知識  

イ 避難時における知識  

・避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避

難場所（一時退避場所、火災時退避場所)への移動を原則とすること 

 

 

 

（略） 

（3) その他 

（略） 

イ  市は、指定緊急避難場所（一時退避場所、火災時退避場所)を指定し

て誘導標識を設置する際には、愛知県避難誘導標識等設置指針を参考

とし、指定緊急避難場所の場合は、日本工業規格に基づく災害種別一

般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを

明示するよう努める。 

（略） 

第５節 避難に関する意識啓発 

（略） 

(2) 避難のための知識の普及 

市は、必要に応じて、次の事項につき住民に対して、普及のための措置

をとるように努める。 

ア 平常時における避難のための知識  

イ 避難時における知識  

・避難情報が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難

場所（一時退避場所、火災時退避場所)や安全な地域(浸水想定地域

及び土砂災害警戒区域外)にある親戚・知人宅、ホテル・旅館等の自

主的な避難先への立退き避難を基本とすること。あらかじめ、避難

経路や自主避難先が安全かを確認しておくこと。 

（略） 

(3) その他 

（略） 

イ  市は、指定緊急避難場所（一時退避場所、火災時退避場所)を指定し

て誘導標識を設置する際には、愛知県避難誘導標識等設置指針を参考

とし、指定緊急避難場所の場合は、日本産業規格に基づく災害種別一

般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを

明示するよう努める。 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第 1 項及び第

3項関係) 

 

 

 

 

 

(工業標準化法

の改正に伴う修

正) 

76 第７章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 第７章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策  



碧南市地域防災計画(地震・津波災害対策計画)新旧対照表 
 

22 
 

 

頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

76 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

（略） （略） （略） 

第２節 
要配慮者支援対策 

（市)本部班(防災課)、要配慮者
支援班(高齢介護課)、福祉班(福
祉課)、こども班(こども課)、第
1医療班(健康課)、地域班(地域
協働課)、住宅建築班(建築課)、 
社会福祉協議会、社会福祉施設
等管理者 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

（略） （略） （略） 

第２節 
要配慮者支援対策 

（市)要配慮者支援班(高齢介護
課)、福祉班(福祉課)、こども班
(こども課)、第 1 医療班(健康
課)、地域班(地域協働課)、住宅
建築班(建築課)、 
社会福祉協議会、社会福祉施設
等管理者 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 避難所の指定・整備 

１ 市における措置 

（略） 

（2) 指定避難所の指定 

（略） 

ウ 避難者の避難状況に即した最小限のスペースを、次のとおり確保す

るとともに、避難所運営に必要な本部、会議、医療、要配慮者等に対

応できるスペースを確保するものとする。 

 

＜一人当たりの必要占有面積＞ 

１㎡／人 発災直後の一時避難段階で座った状態程度の占有面積 

２㎡／人 緊急対応初期の段階での就寝可能な占有面積  

３㎡／人 避難所生活が長期化し、荷物置き場を含めた占有面積 

※ 介護が必要な要配慮者のスペース規模は、収容配置上の工夫を

行う。  
また、避難者の状況に応じた必要な規模の確保に努める必要があ
る。 
 

（追加) 

 

 

（略） 

（3) 避難所が備えるべき設備の整備 

（略） 

避難所には、内閣府が作成した「避難所における良好な生活環境の確

第１節 避難所の指定・整備 

１ 市における措置 

（略） 

(2) 指定避難所の指定 

（略） 

ウ 避難者の避難状況に即した最小限のスペースを、次のとおり確保す

るとともに、避難所運営に必要な本部、会議、医療、要配慮者等に対

応できるスペースを確保するものとする。 

 

＜一人当たりの必要占有面積＞ 

１㎡／人 発災直後の一時避難段階で座った状態程度の占有面積 

２㎡／人 緊急対応初期の段階での就寝可能な占有面積  

３㎡／人 避難所生活が長期化し、荷物置き場を含めた占有面積 

※ 介護が必要な要配慮者のスペース規模は、収容配置上の工夫を

行う。  
また、避難者の状況に応じた必要な規模の確保に努める必要があ
る。 
 

＜新型コロナウイルス感染症対応時の必要占有面積＞ 

一家族が、目安で 3m×3mの 1区画を使用し、各区画（一家族）の距離

は1～2m以上空ける（※人数に応じて区画の広さは調整する。）。 

（略） 

(3) 避難所が備えるべき設備の整備 

（略） 

避難所には、内閣府が作成した「避難所における良好な生活環境の確保

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(新型コロナウ

イルス感染症対

応時の必要占有

面積の考え方を

追記。(「避難所

における新型コ

ロナウイルス感

染拡大予防ガイ

ドライン」)) 

 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画 

第2編第1章 

(P39)) 
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78 

 

 

 

79 

 

保に向けた取組指針」を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールトイ

レ、毛布等の整備を図るとともに、マスク、消毒液の備蓄に努める。さ

らに、空調、洋式トイレなど要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に

努める。  

（略） 

（5) 避難所の運営体制の整備 

（略） 

カ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者

が発生した場合の対応を含め、県が作成した「避難所における新型コ

ロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」などを参考に、平常時から

防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して取組を進めるとともに、

必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努め

るものとする。 

（追加） 

に向けた取組指針」を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールトイレ、

毛布、段ボールベッド、パーティション等の整備を図るとともに、マス

ク、消毒液の備蓄に努める。さらに、空調、洋式トイレなど要配慮者に

も配慮した施設・設備の整備に努める。  

（略） 

(5) 避難所の運営体制の整備 

（略） 

カ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患  

者が発生した場合の対応を含め、県が作成した「避難所における新型

コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」などを参考に、平常時か

ら防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して取組を進めるととも

に、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて、可能な限り

多くの避難所の開設に努めるものとする。 

   キ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状

況下での災害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓

練を積極的に実施するものとする。 

 

 

 

79 

 

81 

 

 

 

 

 

 

 

82 

 

 

 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市及び社会福祉施設等管理者における措置 

（略） 

（3) 避難行動要支援者対策 

（略） 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市及び社会福祉施設等管理者における措置 

（略） 

(3) 避難行動要支援者対策 

（略） 

オ 個別避難計画の作成 

市は、避難行動要支援者の同意を得て、避難支援等を実施するため

の個別避難計画を作成するように努めるものとする。 

計画には、避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避

難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を実施する者をい

う。以下、同じ。）の氏名及び住所、電話番号その他の連絡先、避難施

設、避難路等に関する事項を記載するものとする。 

なお、個別避難計画の作成に当たっては、災害の危険性等地域の実

情に応じて、優先順位の高い避難行動要支援者から個別避難計画を作

成するよう努めるものとする。 

カ 個別避難計画情報の利用及び提供 

市は、避難支援等関係者に、計画情報を提供することについて避難行

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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82 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

オ 名簿情報の情報漏えいを防止 

避難支援等関係者に対し、名簿を提供する際には、個人情報の保護

に十分配慮し、名簿情報の適切な管理を依頼するなど、情報の漏えい

防止を図る。庁舎等の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとす

る。 

カ 市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避

難場所（一時退避場所、火災時退避場所)から避難所へ移送するため、

運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらか

じめ定めるよう努める。 

（4) 外国人等に対する対策 

市及び防災関係機関は、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再

建に関する情報を必要とする在日外国人住民と、早期帰国等に向けた交

通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異なることを

踏まえ、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような防

災環境づくりに努めるものとする。 

（略） 

動要支援者及び避難支援等実施者の同意を得られた者の計画情報を、災

害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で提供するものとす

る。 

キ 個別避難計画と地区防災計画の整合 

    市は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する

地区において、地区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円

滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難

支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう

努めるものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図

られるよう努めるものとする。 

ク 名簿情報及び計画情報の漏えいを防止 

避難支援等関係者に対し、名簿情報及び計画情報を提供する際には、

個人情報の保護に十分配慮し、適切な管理を依頼するなど、情報の漏

えい防止を図る。庁舎等の被災等の事態が生じた場合においても名簿

情報及び計画情報の活用に支障が生じないよう、適切な管理に努める

ものとする。 

ケ 市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避

難場所（一時退避場所、火災時退避場所)から避難所へ移送するため、

運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらか

じめ定めるよう努める。 

(4) 外国人等に対する対策 

市及び防災関係機関は、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建

に関する情報を必要とする在日外国人住民と、早期帰国等に向けた交通

情報を必要とする外国人旅行者は行動特性や情報ニーズが異なることを

踏まえ、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような防

災環境づくりに努めるものとする。 

（略） 

(表記の整理) 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

84 第８章 火災予防・危険性物質の防災対策 第８章 火災予防・危険性物質の防災対策  

85 

 

第３節 危険物施設防災計画 

１ 保安確保の指導 

消防署は、危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危険物の貯蔵・取扱

第３節 危険物施設防災計画 

１ 保安確保の指導 

消防署は、危険物施設の位置、構造、設備の状況及び危険物の貯蔵又は取

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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いの方法が、危険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査を実施

し、必要がある場合は、事業所の所有者、管理者又は占有者に対し、災害防

止上必要な助言又は指導を行う。 

扱いの方法が、危険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査を実

施し、必要がある場合は、事業所の所有者、管理者又は占有者に対し、災害

防止上必要な助言又は指導を行う。 

 

(表記の整理) 

 

89 第９章 津波等予防対策 第９章 津波等予防対策  

89 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
津波対策に係る地
域の指定等 

（略） （略） 

第２節 
津波防災体制の充
実 

（市）本部班(防災
課)、福祉班(福祉
課)、要配慮者支援
班(高齢介護課)、
第1医療班(健康
課)、農水班(農業
水産課)、土木施設
管理班(土木港湾
課)、下水道班(下
水道課)、 
藤井達吉現代美術
館、消防署 

１ 想定される津波等に対する計画の策定 
２ 避難誘導計画など具体的な計画等の策定 
３ 不特定かつ多数の者が出入りする施設の管理者における措置 
４ 津波災害警戒区域の指定に係る事項 

第３節 
津波防災知識の普
及 

（市）本部班(防災
課)、社会教育班
(生涯学習課) 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
津波対策に係る地
域の指定等 

（市）本部班(防災
課)、 
県 

（略） 

第２節 
津波防災体制の充
実 

（市）本部班(防災
課)、福祉班(福祉
課)、要配慮者支援
班(高齢介護課)、
第1医療班(健康
課)、学校教育班
(学校教育課)、こ
ども班(こども
課)、農水班(農業
水産課)、土木施設
管理班(土木港湾
課)、下水道班(下
水道課)、 
藤井達吉現代美術
館、消防署 

１ 想定される津波等に対する計画の策定 
２ 避難誘導計画など具体的な計画等の策定 
３ 不特定かつ多数の者が出入りする施設の管理者
における措置 

４ 津波災害警戒区域の指定に係る事項 

第３節 
津波防災知識の普
及 

（市）本部班(防災
課)、社会教育班
(生涯学習課)、学
校教育班(学校教
育課) 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90 

 

 

91 

 

第２節 津波防災体制の充実 

１ 想定される津波等に対する計画の策定 

（略） 

（2) 津波警報、避難指示（緊急)等を住民に周知し、迅速・的確な避難行

動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく

ものとする。その際、要配慮者や一時滞在者等に配慮するものとする。 

第２節 津波防災体制の充実 

１ 想定される津波等に対する計画の策定 

（略） 

(2) 津波警報、避難情報を住民に周知し、迅速・的確な避難行動に結びつ

けるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくものとする。

その際、要配慮者や一時滞在者等に配慮するものとする。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60
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（3) 強い揺れを伴わないいわゆる津波地震や遠地地震に関しては、住民が

避難の意識を喚起しない状態で突然津波が押し寄せることのないよう、

津波警報等の伝達体制や避難指示（緊急)等の発令・伝達体制を整えるも

のとする。 

（略） 

２ 避難誘導計画などの具体的な計画等の策定 

（略） 

（1) 地域の特性等を踏まえつつ、津波警報等の内容に応じた避難指示（緊

急)等の具体的な発令基準をあらかじめ定めるものとする。なお、早期避

難が必要であることから、基本的には避難指示（緊急)のみを発令するも

のとする。また、津波警報等に応じて自動的に避難指示（緊急)等を発令

する場合においても、住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波

の規模と避難指示（緊急)等の対象となる地域を住民等に伝えるための体

制を確保するものとする。 

（略） 

(3) 強い揺れを伴わないいわゆる津波地震や遠地地震に関しては、住民が

避難の意識を喚起しない状態で突然津波が押し寄せることのないよう、

津波警報等の伝達体制や避難情報の発令・伝達体制を整えるものとする。 

 

（略） 

２ 避難誘導計画などの具体的な計画等の策定 

（略） 

(1) 地域の特性等を踏まえつつ、津波警報等の内容に応じた避難情報の具

体的な発令基準をあらかじめ定めるものとする。なお、早期避難が必要

であることから、基本的には避難指示のみを発令するものとする。また、

津波警報等に応じて自動的に避難情報を発令する場合においても、住民

等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難情報の対象と

なる地域を住民等に伝えるための体制を確保するものとする。 

 

（略） 

条第1項関係) 

 

 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

92 

 

 

第３節 津波防災知識の普及 

１ 津波防災意識の普及 

一般及び船舶に対しては、津波警報等及び避難指示（緊急)等の意味を周

知するとともに、次の内容の心得を普及啓発する。その際には、市で作成

したハザードマップや標高マップ等を活用する。 

 

第３節 津波防災知識の普及 

１ 津波防災意識の普及 

一般及び船舶に対しては、津波警報等及び避難情報の意味を周知すると

ともに、次の内容の心得を普及啓発する。その際には、市で作成したハザ

ードマップや標高マップ等を活用する。 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(改正後の災害

対策基本法第60

条第1項関係) 

96 
第１０章 広域応援体制の整備 第１０章 広域応援・受援体制の整備 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

（表記の整理） 

96 

 

 

 

基本方針 

○ 市の防災関係機関は、大規模な災害等が発生した場合において、速やか

に災害応急活動等が実施できるよう、あらかじめ相互応援協定を締結する

など、広域的な応援体制の整備を図るものとする。 

基本方針 

○ 市の防災関係機関は、大規模な災害等が発生した場合において、速やか

に災害応急活動等が実施できるよう、あらかじめ相互応援協定を締結する

など、広域的な応援体制の整備を図るとともに、国や他の地方公共団体等

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 
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96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96 

 

    

 

なお、相互応援協定の締結にあたっては、大規模な地震・津波災害等に

よる同時被災を避ける観点から、近隣の団体に加えて、遠方に所在する団

体との間の協定締結も考慮するものとする。 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
資料の整備 

（市）本部班(防災課) 資料の整備 

第２節 
広域応援体制の整備 

（市）本部班(防災課)、
住宅建築班(建築課)、
環境班(環境課)、調達
班(資産活用課)、情
報・調整班(秘書情報
課)、広報班(経営企画
課)、第1医療班(健康
課)、 
市民病院 

１ 応援協定の締結等 
２ 要請手続等の整備 
３ 防災活動拠点の確保等及び受援体制の整

備 

第３節 
応援部隊等に係る広
域応援体制の整備 

（市）本部班(防災課) 
消防署 

１ 緊急消防援助隊 
２ 広域航空消防応援 
３ 広域消防相互応援協定 
４ 自衛隊 

第４節  
支援物資の円滑な受
援供給体制の整備 

（市）本部班(防災課) １（1) 災害時の円滑な物流に向けた体制の検
討 

１(2) 訓練・検証等 

（追加） 

 

からの応援職員等を迅速・的確に受け入れるための受援体制の整備に努め

るものとする。 

   なお、相互応援協定の締結にあたっては、大規模な地震・津波災害等

による同時被災を避ける観点から、近隣の団体に加えて、遠方に所在する

団体との間の協定締結も考慮するものとする。 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
広域応援・受援体制の
整備 

（市）本部班(防災課) １ 資料の整備 

（市）本部班(防災課)、
住宅建築班(建築課)、
環境班(環境課)、調達
班(資産活用課)、情
報・調整班(秘書情報
課)、広報班(経営企画
課)、第1医療班(健康
課)、市民病院始め全課 

２ 応援協定の締結等 
３ 要請手続等の整備 
４ 防災活動拠点の確保等及び受援体制の整

備 

第２節 
応援部隊等に係る広
域応援・受援体制の整
備 

（市）本部班(防災課) 
消防署 

１ 緊急消防援助隊 
２ 広域航空消防応援 
３ 広域消防相互応援協定 
４ 自衛隊 

第３節 
支援物資の円滑な受
援供給体制の整備 

（市）本部班(防災課)、
調達班(資産活用課)、
供給班(商工課) 

1(1) 災害時の円滑な物流に向けた体制の検
討 

1(2) 訓練・検証等 

第４節 

防災活動拠点の確保
等 

本部班(防災課)、土木
施設管理班(土木港湾
課、都市整備課)、調達
班(資産活用課)、供給
班(商工課)社会教育班
(スポーツ課) 

防災活動拠点の確保等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

96 第１節 資料の整備 

１ 市における措置 

 

第１節 広域応援・受援体制の整備 

１ 資料の整備 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

96 第２節 広域応援体制の整備 （削除） １．県の地域防
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96 

 

97 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 応援協定の締結等 

（略） 

(3) 民間団体等との協定の締結等 

市は、災害対策基本法第49条の3に基づき、民間団体等の協力を得る

ため、応援協定を締結するなど必要な措置を講ずることにより、各主体

が災害発生時に迅速かつ効果的な災害応急対策を行えるよう努めるもの

とする。民間団体等に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、

支援物資の管理・輸送等)については、あらかじめ、民間団体等との間で

協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間団体等の管理する

施設を把握しておくなど協力体制を構築し、民間団体等のノウハウや能

力等を活用するものとする。 

また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、訓練等を通じて、

発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意す

ること。 

（略） 

２ 応援要請手続等の整備 

（略） 

３ 防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

(1) 防災活動拠点の確保等 

市は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることができるよう、自衛

隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及び宿営の拠点、資機材・

物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急輸送ルート等の確保、整備及び

これらの拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるものとする。ま

た、県は、広域かつ甚大な災害が発生した際に全国から人員や物資等の支

援を受け入れ、被災地域の防災拠点に迅速かつ的確に供給する後方支援を

担うための新たな防災拠点の確保に向けた検討を行う。 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・利便性

等を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港

湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナル、卸売市場、展示

場、体育館等の輸送拠点について把握・点検するものとする。 

また、市は、防災機能を有する道の駅を地域の防災拠点として位置付け、

その機能強化に努めるものとする。 

   なお、本市の防災活動拠点は第３編第４章第６節２のとおり。 

(2) 受援体制の整備 

２ 応援協定の締結等 

（略） 

(3) 民間団体等との協定の締結等 

市は、災害対策基本法第 49条の 3に基づき、民間団体等の協力を得る

ため、応援協定を締結するなど必要な措置を講ずることにより、各主体

が災害発生時に迅速かつ効果的な災害応急対策を行えるよう努めるもの

とする。民間団体等に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、

支援物資の管理・輸送等)については、あらかじめ、民間団体等との間で

協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間団体等の管理する

施設を把握しておくなど協力体制を構築し、民間団体等のノウハウや能

力等を活用するものとする。 

また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、訓練等を通じて、

発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意す

ること。 

（略） 

３ 応援要請手続等の整備 

（略） 

４ 受援体制の整備 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

(第２節の防災

活動拠点の確保

等を第４節へ整

理) 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画 

第2編第1章 

(P27)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

(表記の整理) 
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97 

 

 

 

 

  市は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入

れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努めるものと

する。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応

援職員等の執務スペース等の確保を行うものとする。 

   また、市は、訓練等を通じて、被災市区町村応援職員確保システムを活

用した応援職員の受け入れについて、活用方法の習熟、発災時における円

滑な活用の促進に努めるものとする。 

  市は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入

れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努めるものと

する。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応

援職員等の執務スペース等の確保を行うものとする。その際、新型コロナ

ウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮する。 

   また、市は、訓練等を通じて、応急対策職員確保制度を活用した応援職

員の受け入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促

進に努めるものとする。 

 

 

97 第３節 応援部隊等に係る広域応援体制の整備 第２節 応援部隊等に係る広域応援・受援体制の整備 １．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

98 第４節 支援物資の円滑な受援供給体制の整備 第３節 支援物資の円滑な受援供給体制の整備 

99 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

３ 防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（２)２－４ 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（６)６－４ 

碧南市地震時応急復旧計画１４．１．２ 

(1) 防災活動拠点の確保等 

市は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることができるよう、自衛

隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及び宿営の拠点、資機材・

物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急輸送ルート等の確保、整備及び

これらの拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるものとする。また、

県は、広域かつ甚大な災害が発生した際に全国から人員や物資等の支援を

受け入れ、被災地域の防災拠点に迅速かつ的確に供給する後方支援を担う

ための新たな防災拠点の確保に向けた検討を行う。 

 

 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・利便性

等を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港

第４節 防災活動拠点の確保等 

防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】(２)２－４ 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】(６)６－４ 

碧南市地震時応急復旧計画１４．１．２ 

 

市は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることができるよう、自衛

隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及び宿営の拠点、資機材・

物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急輸送ルート等の確保、整備及び

これらの拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるものとする。また、

県は、広域かつ甚大な災害が発生した際に全国から人員や物資等の支援を

受け入れ、被災地域の防災拠点に迅速かつ的確に供給する愛知県の基幹的

広域防災拠点を空港と高速道路網の二つに直結する「名古屋空港北西部」

（豊山町・青山地区）において整備する。なお、平常時は消防学校、防災

啓発施設及び公園として活用する。 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・利便性

等を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(第２節の防災

活動拠点の確保

等を第４節へ整

理) 

 

(表記の整理) 
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99 

 

湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナル、卸売市場、展示

場、体育館等の輸送拠点について把握・点検するものとする。 

また、市は、防災機能を有する道の駅を地域の防災拠点として位置付け、

その機能強化に努めるものとする。 

  なお、本市の防災活動拠点は第３編第４章第６節２のとおり。 

湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナル、卸売市場、展示

場、体育館等の輸送拠点について把握・点検するものとする。 

（削除） 

 

  なお、本市の防災活動拠点は第３編第４章第６節２のとおり。 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

100 第１１章 防災訓練及び防災意識の向上 第１１章 防災訓練及び防災意識の向上  

100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

101 

 

基本方針 

○ 地震災害を最小限に食い止めるには、市防災関係機関による災害対策の

推進はもとより、市民の一人ひとりが日ごろから地震災害についての認識

を深め、災害から自らを守るとともにお互いに助け合うという意識と行動

が必要であるため、市は、防災訓練、教育、広報、市民相談等を通じて防

災意識の向上を図る。 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
防災訓練の実施 

（市）本部班(防災課)、避
難所班(国保年金課)、供給
班(商工課)、学校教育班(学
校教育課)  
消防署、全課 

（略） 
３(3) 訓練の反省 
（追加） 

第２節 
防災のための意識
啓発・広報 

（市）本部班(防災課)、住
宅建築班(建築課)、土木施
設管理班(土木港湾課) 

（略） 

第３節 
防災のための教育 

（略） （略） 
中部運輸局 ３ 中部運輸局における措置 
防災関係機関 ４ 防災教育の実施 

第４節 
防災意識調査及び 
地震相談の実施 

（市）本部班(防災課)、住
宅建築班(建築課)、 
消防署 

１(1) 防災意識調査の実施 
１(2) 耐震診断及び現地診断の実施 
１(3) 地震に関する相談の実施 

 

基本方針 

○ 地震災害を最小限に食い止めるには、市防災関係機関による災害対策の

推進はもとより、市民の一人ひとりが日ごろから地震災害についての認識

や地域の災害リスク、正常性バイアス等の必要な知識を深め、災害から自

らを守るとともにお互いに助け合うという意識と行動が必要であるため、

市は、防災訓練、教育、広報、市民相談等を通じて防災意識の向上を図る。 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
防災訓練の実施 

（市）本部班(防災課)、避
難所班(国保年金課)、供給
班(商工課)、学校教育班(学
校教育課)を始め全課 
消防署、 
名古屋地方気象台 

（略） 
３(3) 訓練の反省 
４ 名古屋地方気象台における措置 

第２節 
防災のための意識
啓発・広報 

（市）本部班(防災課)、住
宅建築班(建築課)、土木施
設管理班(土木港湾課)を始
め全課 

（略） 

第３節 
防災のための教育 

（略） （略） 
防災関係機関 ３ 防災教育の実施 

第４節 
防災意識調査及び 
地震相談の実施 

（市）本部班(防災課)、住
宅建築班(建築課)、 
消防署 

１(1) 防災意識調査の実施 
１(2) 耐震診断の実施 
１(3) 地震に関する相談の実施 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(防災基本計画

第 1 編第 3 章

(P6)を踏まえた

修正) 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

101 

 

第１節 防災訓練の実施 

１ 市における措置 

第１節 防災訓練の実施 

１ 市における措置 

１．県の地域防

災計画の修正の
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101 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

102 

 

 

 

 

 

 

103 

 

（略） 

（1) 総合防災訓練 

（略） 

イ 東海地震の警戒宣言発令時の地震防災応急対策の周知、関係機関及

び住民の自主防災体制との連携強化を目的として、中央防災会議の主

唱により行われる国の総合防災訓練と連携を図りながら、警戒宣言の

発令並びに東海地震注意情報及び東海地震に関連する調査情報（臨時)

の発表に基づく非常配備員の参集訓練、情報の伝達・広報の訓練、地

震防災応急対策の実施訓練などを実施する。  

ウ～エ （略） 

（2) 津波防災訓練 

（略） 

（3) 浸水対策訓練 

（略） 

また、水防計画に位置付けられた水防上重要な施設のうち、管理者の自

主管理に委ねられる施設について、訓練要領・警戒宣言時措置要領等を

作成し、必要な訓練を実施するよう指導・要請する。 なお、水防訓練は、

次の項目について行うものとする。 

（略） 

キ 避難（避難勧告等の放送・伝達、居住者の避難) 

（略） 

（追加） 

 

（略） 

(1) 総合防災訓練 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

イ～ウ （略） 

(2) 津波防災訓練 

（略） 

(3) 浸水対策訓練 

（略） 

また、水防計画に位置付けられた水防上重要な施設のうち、管理者の自

主管理に委ねられる施設について、訓練要領等を作成し、必要な訓練を

実施するよう指導・要請する。 なお、水防訓練は、次の項目について行

うものとする。 

（略） 

キ 避難（避難情報の放送・伝達、居住者の避難) 

（略） 

４ 名古屋地方気象台における措置 

  名古屋地方気象台は、防災訓練において訓練のシナリオに緊急地震速報

を取り入れるなど地震発生時の対応行動の習熟が図られるよう支援する。 

反映 

 

(計画構成の見

直し(一部別紙

へ整理)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(対策の追加) 

103 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

１ 市及び警察における措置 

（略） 

（1) 防災意識の啓発 

市は、地震発生時及び警戒宣言発令時等に市民が的確な判断に基づき

行動できるよう、県や防災関係機関、民間事業者等と協力して、次の事

項を中心に地震についての正しい知識、防災対応等について啓発する。  

また、起震車及び地震災害に関するビデオなどにより、防災教育の推

進を図る。 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

１ 市及び警察における措置 

（略） 

(1) 防災意識の啓発 

市は、地震発生時等に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、県や

防災関係機関、民間事業者等と協力して、次の事項を中心に地震につい

ての正しい知識、防災対応等について啓発する。  

また、起震車及び地震災害に関するビデオなどにより、防災教育の推進

を図る。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

(計画構成の見

直し(別紙へ整

理)) 
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103 

 

 

 

 

 

 

 

 

104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋地方気象台は、市民が津波警報等や地震に関する情報（緊急地震

速報、南海トラフ地震に関連する情報、長周期地震動に関する観測情報含

む。）を容易に理解し、適切な避難行動をとることができるよう、市及び

防災関係機関と協力して、次の事項の内ア～エ、ク、セ～テについて解説

に努め、正しい知識について啓発を図る。 

さらに、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信す

るよう努める。 

（略） 

エ 警報等や避難勧告等の意味と内容 

（略） 

セ 東海地震の予知に関する知識 

ソ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の内容・性格並びにこれに基

づく措置の内容 

 

 

タ 警戒宣言が発せられた場合及び地震が発生した場合における出火防

止、近隣の人々と協力して行う避難･救助活動、初期消火及び自動車運

行自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

チ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関す

る知識 

ツ 南海トラフ地震に関連する情報の内容・性格並びにこれに基づきと

られる措置の内容 

テ 南海トラフ地震臨時情報が発表された場合及び地震が発生した場合

における出火止、近隣の人々と協力して行う避難･救助活動、初期消火

及び自動車運行自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

（2) 防災に関する知識の普及 

（略） 

ア 平常時の心得に関する事項  

イ 警戒宣言発令時の心得に関する事項  

ウ 地震発生時の心得に関する事項  

エ 緊急地震速報の利用の心得に関する事項 

（3) 自動車運転者に対する広報 

市及び警察は、警戒宣言が発せられた場合又は地震が発生した場合に

おいて、運転者として適切な行動がとれるよう事前に必要な広報等を行

うこととする。 

名古屋地方気象台は、市民が津波警報等や地震に関する情報（緊急地震

速報、南海トラフ地震に関連する情報、長周期地震動に関する観測情報含

む。）を容易に理解し、適切な避難行動をとることができるよう、市及び

防災関係機関と協力して、次の事項の内ア～エ、ク、ソ～ツについて解説

に努め、正しい知識について啓発を図る。 

さらに、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する

よう努める。 

（略） 

エ 警報等や避難情報の意味と内容 

（略） 

（削除） 

（削除） 

 

セ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮

影するなど、生活の再建に資する行動 

ソ 地震が発生した場合における出火防止、近隣の人々と協力して行う

避難･救助活動、初期消火及び自動車運行自粛等防災上とるべき行動に

関する知識 

タ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関す

る知識 

チ 南海トラフ地震に関連する情報の内容・性格並びにこれに基づきと

られる措置の内容 

ツ 南海トラフ地震臨時情報が発表された場合及び地震が発生した場合

における出火防止、近隣の人々と協力して行う避難･救助活動、初期消

火及び自動車運行自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

(2) 防災に関する知識の普及 

（略） 

ア 平常時の心得に関する事項  

（削除） 

イ 地震発生時の心得に関する事項  

ウ 緊急地震速報の利用の心得に関する事項 

(3) 自動車運転者に対する広報 

市及び警察は、地震が発生した場合において、運転者として適切な行動

がとれるよう事前に必要な広報等を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画 

第2編第1章 

(P15)) 

 

 

 

(表記の整理) 
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104 

 

 

 

（4) 家庭内備蓄等の推進 

市は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され、また、

警戒宣言が発せられた場合、食料その他生活必需品の入手が困難になる

恐れがあるため、飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレット

ペーパー等その他の生活必需品について、可能な限り１週間分程度、最

低でも３日間分の家庭内備蓄を推進するとともに、マスク、消毒液、体

温計といった感染防止対策資材について、できるだけ携行して避難する

よう呼びかける。さらに、自動車へのこまめな満タン給油を呼びかける。 

また、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、発災による断水に

備えて、緊急に貯水するよう呼びかける。 

(4) 家庭内備蓄等の推進 

市は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想されるため、

飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等その他

の生活必需品について、可能な限り１週間分程度、最低でも３日間分の

家庭内備蓄を推進するとともに、マスク、消毒液、体温計等の感染防止

対策資材について、できるだけ携行して避難するよう呼びかける。さら

に、自動車へのこまめな満タン給油を呼びかける。 

 

（削除） 

(表記の整理) 

 

 

 

105 

 

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107 

 

 

第３節 防災のための教育 

（略） 

２ 市職員の防災教育 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（６)６－１ 

地震防災応急対策業務に従事する職員を中心に、市職員が一丸となって

積極的に地震防災対策を推進するため、また、地域における防災活動を率

先して実施するため、必要な知識や心構えなどを、研修会等を通じて教育

する。なお、地震防災教育は、各部、各課、各機関ごとに行うものとし、

その内容は少なくとも次の事項を含むものとする。 

（1) 地震に関する基礎知識 

（2) 東海地震の予知に関する知識 

（3) 東海地震に関する情報及び警戒宣言の内容・性格並びにこれに基づく

措置の内容 

（4) ～（8) （略） 

（9) 地震が発生した場合、警戒宣言が発せられた場合及び東海地震に関連

する情報が発表された場合にとるべき行動に関する知識 

（10)今後地震防災対策として取り組む必要のある課題 

３ （略） 

４ 防災関係機関における措置 

第３節 防災のための教育 

（略） 

２ 市職員の防災教育 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】(６)６－１ 

地震防災応急対策業務に従事する職員を中心に、市職員が一丸となって

積極的に地震防災対策を推進するため、また、地域における防災活動を率

先して実施するため、必要な知識や心構えなどを、研修会等を通じて教育

する。なお、地震防災教育は、各部、各課、各機関ごとに行うものとし、

その内容は少なくとも次の事項を含むものとする。 

(1) 地震に関する基礎知識 

（削除） 

（削除） 

 

(2) ～(6) （略） 

(7) 地震が発生した場合にとるべき行動に関する知識 

 

(8) 今後地震防災対策として取り組む必要のある課題 

（削除） 

３ 防災関係機関における措置 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

(計画構成の見

直し(別紙へ整

理)) 

107 第４節 防災意識調査及び地震相談の実施 第４節 防災意識調査及び地震相談の実施 ２．碧南市各部
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107 

 

 

１ 市における措置 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】（３)３－２ 

（1) 防災意識調査の実施 

（略） 

（2) 耐震相談及び現地診断の実施 

地震が起きたとき、はたして我が家は大丈夫かという市民の不安を解

消するため、無料で耐震相談を市内各地で実施する。 

 

（3) 地震に関する相談の実施 

（略） 

１ 市における措置 

[参照項目] 

碧南市地震対策減災計画付属資料【行動項目一覧】(３)３－２ 

(1) 防災意識調査の実施 

（略） 

(2) 耐震診断の実施 

地震が起きたとき、はたして我が家は大丈夫かという市民の不安を解消

するため、旧耐震基準の木造住宅について無料で耐震診断の受付を市内

各地で実施する。 

(3) 地震に関する相談の実施 

（略） 

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

110 

 
第１３章 南海トラフ地震臨時情報に対する防災対応 （削除） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(第５編へ整理) 

110 第３編 災害応急対策 第３編 災害応急対策  

110 第１章 活動態勢（組織の動員配備) 第１章 活動態勢（組織の動員配備)  

110 

 

 

 

 

 

111 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
災害対策本
部の設置・運
営 

（略） （略） 

第２節 
職員の派遣
要請 

（市）本部班(防災課) 、情
報・調整班（秘書情報課） 

（略） 

第３節  
災害救助法
の適用 

県 （略） 

（市）本部班(防災課) （略） 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
災害対策本
部の設置・運
営 

（略） （略） 

第２節 
職員の派遣
要請 

（市）情報・調整班(秘書情
報課) 

（略） 

第３節  
災害救助法
の適用 

県 （略） 

（市）本部班(防災課)、避
難所班(国保年金課)、住宅
建築班(建築課)、調達班(資

（略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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111 

 

 

日本赤十字社 
愛知県支部 

（略） 

 

産活用課)、供給班(商工
課)、水道班(水道課)、第１
医療班(健康課)、学校教育
班(庶務課、学校教育課)、
市民班(市民課、監査委員事
務局、会計課)、土木施設管
理班(土木港湾課) 
本部班は総括 

日本赤十字社 
愛知県支部 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

111 

 

 

 

 

 

 

 

112 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

113 

114 

 

 

第１節 災害対策本部の設置・運営 

１ 市における措置 

（1) 市災害対策本部の設置 

（略） 

１ 

碧南市を含む地域に次の警報のいずれかが発表され、その必要があると認められると
き。 
大雨特別警報、暴風特別警報、高潮特別警報、波浪特別警報、暴風雪特別警報、大雪
特別警報、大雨警報、暴風雪警報、暴風警報、洪水警報、高潮警報、大津波警報（注
意報)、津波警報（注意報)、矢作川はん濫警戒情報 

２ （略） 

３ 東海地震に関連する調査情報(臨時)の通知を受けたとき、又はその報道に接したとき。 

４ 碧南市に「震度４」以上の地震が発生したとき。 

（略） （略） 

 

イ 災害対策本部室 

本部は、原則として碧南市役所会議室１に設置するものとする。た

だし、何らかの理由により市役所に本部が設置できない場合は、碧南

市文化会館内に本部を設置する。 

（追加） 

 

（略） 

（5) 本部長（市長)不在時における意思決定 

（略） 

イ 副本部長が本部長の職務を代理できない場合には、碧南市行政組織

規則第２２条の規定に準ずるものとする。 

＜碧南市災害対策本部組織図＞ 

図中：医療部（経営管理部長） 

第１節 災害対策本部の設置・運営 

１ 市における措置 

(1) 市災害対策本部の設置 

（略） 

１ 

碧南市を含む地域に次の警報のいずれかが発表され、その必要があると認められると
き。 
大雨特別警報、暴風特別警報、高潮特別警報、波浪特別警報、暴風雪特別警報、大雪
特別警報、大雨警報、暴風雪警報、暴風警報、洪水警報、高潮警報、大雪警報、土砂
災害警戒情報、大津波警報、津波警報、矢作川氾濫警戒情報 

２ （略） 

３ 
南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)の通知を受けたとき、又はその報道に接した
とき。 

４ 碧南市に「震度４」以上を観測した地震が発生したとき。 

（略） （略） 

 

イ 災害対策本部室 

災害対策本部の設置場所は以下のとおりとする。しかし、何らかの理

由により市役所に本部が設置できない場合は、碧南市文化会館内に本

部を設置する。 

(ｱ) 第１次非常配備（警戒体制）の場合、会議室１に設置する。 

(ｲ) 第２次非常配備以上の場合、会議室４・５に設置する。 

（略） 

(5) 本部長（市長)不在時における意思決定 

（略） 

イ 副本部長が本部長の職務を代理できない場合には、碧南市行政組織

規則第２２条の規定に準ずるものとする。 

＜碧南市災害対策本部組織図＞ 

図中：医療部（医事経営課長） 

（略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

 

 

(表記の整理) 
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115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 ２ 職員動員計画 

災害応急対策を円滑に実施するための必要な人員を把握し、動員配備す

るよう定めるものとする。ただし、東海地震注意情報の発表があった場合

又は警戒宣言が発令された場合は地域防災計画（地震・津波災害対策計画)

の定めるところによる。 

(1) 非常配備の基準 

[参照項目] 

碧南市地震時応急復旧計画２．３．１ 

職員の非常配備体制は、次の基準により行うものとする。 

種  別 配 備 時 期 配 備 内 容 摘  要 

第１次 

非常配備

準備体制 

 

１ 大雨注意報、洪水注意報、高潮

注意報、津波注意報が発令された

とき。 

 

 

 

２ 10 分間雨量 5mm 又は時間雨量

10mm程度の強雨が降りはじめたと

き。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（調査

中）が発表されたとき 

４ 防災統轄監が必要と認めたと

き。 

（略） （略） 

第１次 

非常配備

警戒体制 

（※必要

に応じて

災害対策

本部設置) 

１ 大雨警報、暴風警報、洪水警報、

高潮警報、暴風雪警報、大雪警報、

土砂災害警戒情報、津波警報（大

津波)、矢作川洪水警報が発令され

たとき。 

 

 

 

 

 

 

２ 10 分間雨量 5mm 又は時間雨量

10mm程度の強雨が降り続くとき、

またはそのおそれがあるとき。 

３ 東海地震に関連する調査情報

（臨時)が通知されたとき。又はそ

の報道に接したとき。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震注意）が発表されたとき 

５ 震度4の地震が発生したとき。 

６ 市長が必要と認めたとき。 

（略） 状況により災害対策本部

を設置する。 

消防団員（消防予備隊員を

含む)は、伊勢・三河湾に

「津波警報」以上の警報が

発令された場合に各消防

会館に自動参集し、水門等

の閉鎖に当たる。それ以外

の場合は、災害対策本部の

要請により参集し活動に

当たる。 

 

 ２ 職員動員計画 

災害応急対策を円滑に実施するための必要な人員を把握し、動員配備す

るよう定めるものとする。ただし、東海地震注意情報の発表があった場合

又は警戒宣言が発令された場合は地域防災計画（地震・津波災害対策計画)

の定めるところによる。 

(1) 非常配備の基準 

[参照項目] 

◆資料編（資料１４－２)碧南市職員非常配備体制表 

職員の非常配備体制は、次の基準により行うものとする。 

種  別 配 備 時 期 配 備 内 容 摘  要 

第１次 

非常配備

準備体制 

 

１ 次の注意報の一以上が碧南市を

含む地域に発表されたとき。 

(1) 大雨注意報 

(2) 洪水注意報 

(3) 高潮注意報 

(4) 津波注意報 

２ 10 分間雨量 5mm 又は時間雨量

10mm程度の強雨が降りはじめたと

き。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（調査

中）が発表されたとき 

４ その他防災統轄監が必要と認め

たとき。 

（略） （略） 

第１次 

非常配備

警戒体制 

（※必要

に応じて

災害対策

本部設置) 

１ 次の警報の一以上が碧南市を含

む地域に発表され、本市において

災害発生の危険性がある場合。 

 (1) 大雨警報 

 (2) 暴風警報 

 (3) 洪水警報 

 (4) 高潮警報 

 (5) 暴風雪警報 

 (6) 大雪警報 

 (7) 土砂災害警戒情報 

２ 10 分間雨量 5mm 又は時間雨量

10mm程度の強雨が降り続くとき、

またはそのおそれがあるとき。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震注意）が発表されたとき 

４ 碧南市において震度 4 を観測し

た地震が発生したとき。 

５ その他市長が必要と認めたと

き。 

 

（略） 状況により災害対策本部

を設置する。 

消防団員（消防予備隊員

を含む)は、災害対策本部

の要請により参集し活動

に当たる。 

 

(表記の整理) 
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第２次 

非常配備 

１ 第 1 次非常配備警戒体制のほ

か、相当規模の災害が発生し、又

は発生する恐れがあるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 震度 5弱及び震度 5強の地震が

発生したとき。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震警戒）が発表されたとき 

４ 市長が必要と認めたとき。 

（略） 災害対策本部を設置する。 

消防団員（消防予備隊員を

含む)は各消防会館に自動

参集し、災害対策本部の要

請により活動に当たる。 

第３次 

非常配備 

１ 県下の全域又は市内に大規模な

災害が発生し、又は発生する恐れ

のあるとき。 

２ 震度 6弱以上の地震が発生した

とき。 

３ 東海地震注意情報が発表された

とき。 

４ 警戒宣言が発せられたとき 

（略） 災害対策本部を設置する。 

消防団員（消防予備隊員を

含む)は各消防会館に自動

参集し、災害対策本部の要

請により活動に当たる。 

（追加） 

 

第２次 

非常配備 

１ 第1次非常配備警戒体制のほか、

相当規模の災害が発生し、又は発

生する恐れがあるとき。 

２ 次の警報の一以上が碧南市を含

む地域に発表され、本市において

災害発生の危険性がある場合。 

 (1) 大雨特別警報 

 (2) 暴風特別警報 

 (3) 高潮特別警報 

 (4) 波浪特別警報 

 (5) 暴風雪特別警報 

 (6) 大雪特別警報 

 (7) 矢作川氾濫警戒情報 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震警戒）が発表されたとき 

４ 碧南市において震度 5 弱又は震

度 5 強を観測した地震が発生した

とき。 

５ その他市長が必要と認めたと

き。 

（略） 災害対策本部を設置す

る。 

消防団員（消防予備隊員

を含む)は各消防会館に

自動参集し、災害対策本

部の要請により活動に当

たる。 

第３次 

非常配備 

１ 県下の全域又は市内に大規模な

災害が発生し、又は発生する恐れ

のあるとき。 

２ 碧南市に震度 6 弱以上を観測し

た地震が発生したとき。 

３ 「伊勢・三河湾」に津波警報又

は大津波警報が発令されたとき 

 

（略） 災害対策本部を設置す

る。 

消防団員（消防予備隊員

を含む)は伊勢・三河湾に

「津波警報」以上の警報

が発令された場合に各消

防会館に自動参集し、水

門等の閉鎖に当たる。そ

れ以外の場合は、災害対

策本部の要請により活動

に当たる。 

※平成29年11月1日から「南海トラフ地震に関する情報」の運用に伴い、東海地震
のみに着目した情報（東海地震に関する情報）の発表は行わない。 

 

(表記の整理) 

 

 

117 

 

 

第２節 職員の派遣要請 

（略） 

４ 被災市町村への職員の派遣  

市は、被災市町村に職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮し

た職員の選定に努めるものとする。 

第２節 職員の派遣要請 

（略） 

４ 被災市町村への職員の派遣  

市は、被災市町村に職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した

職員の選定に努めるものとする。その際、新型コロナウイルス感染症を含む

感染症対策のため、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底するものとす

る。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

 

 

117 

 

第３節 災害救助法の適用 

１ 県における措置 

第３節 災害救助法の適用 

１ 県における措置 

１．県の地域防

災計画の修正の
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118 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 災害救助法の適用  

知事は災害救助法に定める程度の災害が発生した市(救助実施市を除

く。以下この節において同じ。)の区域について、災害救助法を適用する。   

 

 

 

(2) 救助の実施  

知事は、災害救助法が適用された市において、現に救助を必要とする

者に対して応急的に必要な救助を行う。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行

細則による。ただし、この基準により救助を適切に実施することが困難な

場合は、知事は内閣府に協議し、その同意を得て特別基準により実施する

ものとする。  

 

 

 

(3) 市町村への委任  

知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限

に属する救助の実施に関する事務の一部を市長に委任する。 なお、委任

は災害救助法が適用された都度、市に通知することにより行うものであ

る。事務委任により想定している各救助事務の実施者は次表のとおり。 

 

救助の種類 
実施者 

局地災害の場合 広域災害の場合 

避難所の設置 市（県が委任） 

（追加） （追加） 

応急仮設住宅の設置 
（略） 

食品の給与  

飲料水の給与  

被服、寝具の給与  

医療、助産   

被災者の救出  

(1) 災害救助法の適用  

知事は災害救助法に定める程度の災害が発生した市(救助実施市を除

く。以下この節において同じ。)の区域について、災害救助法を適用する。   

なお、災害が発生するおそれがある場合、国に設置された特定災害対策

本部、非常災害対策本部又は緊急災害対策本部の所管区域内においても、

災害救助法を適用することができる。 

(2) 救助の実施  

知事は、災害救助法が適用された市において、現に救助を必要とする者

に対して応急的に必要な救助を行う。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。ただし、この基準により救助を適切に実施することが困難な場

合は、知事は内閣府に協議し、その同意を得て特別基準により実施するも

のとする。  

また、災害が発生するおそれがある場合に、当該災害により被害を受ける

おそれがあり、現に救助を必要とする者に対して行う主な救助の種類は、次

表のとおり。 

(3) 市町村への委任  

知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に

属する救助の実施に関する事務の一部を市長に委任する。 なお、委任は

災害救助法が適用された都度、市に通知することにより行うものである。

事務委任により想定している各救助事務の実施者は次表のとおり。 

 

救助の種類（市担当部署） 
実施者 

局地災害の場合 広域災害の場合 

避難所の供与（避難所班） 市（県が委任） 

要配慮者の輸送（調達班） 市（県が委任） 

応急仮設住宅の設置（住宅

建築班） 
（略） 

食品の給与（供給班）  

飲料水の供給（水道班）  

被服、寝具の給与（供給班）  

医療、助産（第１医療班）   

被災者の救出（本部班）  

住宅の応急修理（住宅建築   

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 23

条の 3第 1項関

係) 

 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 23

条の 3第 1項関

係) 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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118 

 

 

住宅の応急修理 
  

学用品の給与  

 市町村立小・中学校等

児童生徒分 （略） 

 （略）  

埋葬  

死体の捜索及び処理  

住居又はその周辺の土石

等の障害物の除去 （略） 
 

班） 

学用品の給与  

 市町村立小・中学校等

児童生徒分（学校教育

班） 

（略） 

 （略）  

埋葬（市民班）  

死体の捜索及び処理（市民

班） 
 

住居又はその周辺の土石

等の障害物の除去（土木施

設管理班） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120 第２章 避難行動 第２章 避難行動  

120 

 

主な機関の措置 
区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 

津波警報等の伝達 

（略） （略） 

２ 津波警報等情報の伝達 

第３節 

住民等の避難誘導 

（市）本部班(防災
課)、地域班(地域協
働課)、要配慮者支
援班(高齢介護課)、
福祉班(福祉課)、 
消防署 

１ 住民等の避難誘導 
２ 避難行動要支援者の支援 

 

主な機関の措置 
区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 

津波警報等の伝達 

（略） （略） 

２ 津波警報等の発表及び情報の伝達 

第３節 

住民等の避難誘導等 

（市）本部班(防災
課)、地域班(地域協
働課)、要配慮者支
援班(高齢介護課)、
福祉班(福祉課)、こ
ども班(こども課)、
学校教育班(学校教
育課)、第１医療班
(健康課) 
消防署、警察署 

１ 住民等の避難誘導 
２ 避難行動要支援者の支援 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

120 

 

 

第１節 津波警報等の伝達 

１ 市における措置 

（略)  

第１節 津波警報等の伝達 

１ 市における措置 

（略)  

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 
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（4) 沿岸における津波の自衛措置 

沿岸においては、強い地震（震度４程度以上)に加え、弱い地震であっ

ても長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合、次の措置をとる。 

ア （略) 

イ 津波注意報・警報の情報収集にあっては、放送機関からの情報にも

留意し聴取する責任者を定めるなどの体制をとり、収集した情報の迅

速かつ的確な伝達を行うこと。 

(4) 沿岸における津波の自衛措置 

沿岸においては、強い地震（震度４程度以上)に加え、弱い地震であっ

ても長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合、次の措置をとる。 

ア （略) 

イ 津波警報等の情報収集にあっては、放送機関からの情報にも留意し

聴取する責任者を定めるなどの体制をとり、収集した情報の迅速かつ

的確な伝達を行うこと。 

 

 

 

 

(表記の整理) 

122 

 

 

 

２ 津波警報等情報の伝達 

（1) 津波警報等、地震情報等は、関係機関は次の伝達系統により迅速かつ

的確に伝達する。 

津波警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 津波警報等情報の伝達 

(1) 津波警報等、地震情報等は、関係機関は次の伝達系統により迅速かつ

的確に伝達する。 

津波警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

 

(表記の整理) 

 

 

消防庁 

海上保安庁 名古屋海上保安部 

海上保安署 

中部空港海上保安航空基地 

愛知県防災安全局 

報道機関 

中部地方整備局河川部 

防災関係機関 

愛知県警察本部 関係警察署 

テレビ・ラジオ放送 

 
緊急速報メール 

県防災行政無線 

※緊急速報メールは、大津波警報・津波警報が発表されたときに、気象台から携帯電話事業者を通じて関係する

エリアに配信される。 

 

注) 二重枠で囲まれている期間は、気象業務法施行令第8条第1号の規定に基づく法定伝達先。 

NTT西日本 

名
古
屋
地
方
気
象
台 

気
象
庁
本
庁 

船
舶
等 

住
民
等 

携帯電話事業者※ 

交番・駐在所 

県防災行政無線 

碧
南
市 

テレビ・ラジオ放送 

 

第四管区海上保安本部 

日本放送協会名古屋放送局 
日本放送協会放送センター 

中部管区警察局 

報道局社会部 

※緊急速報メールは、大津波警報・津波警報が発表されたときに、気象台から携帯電話事業者を通じて関係する

エリアに配信される。 

 

注) 二重枠で囲まれている期間は、気象業務法施行令第8条第1号の規定に基づく法定伝達先。 

消防庁 

海上保安庁 名古屋海上保安部 

海上保安署 

中部空港海上保安航空基地 

愛知県防災安全局 

報道機関 

中部地方整備局河川部 

防災関係機関 

愛知県警察本部 関係警察署 

テレビ・ラジオ放送 

 
緊急速報メール 

県防災行政無線 

NTT西日本 

名
古
屋
地
方
気
象
台 

気
象
庁
本
庁 

船
舶
等 

住
民
等 

携帯電話事業者※ 

交番・駐在所 

県
防
災
行
政
無
線 

碧
南
市 

テレビ・ラジオ放送 

 

第四管区海上保安本部 

日本放送協会名古屋放送局 
日本放送協会放送センター 

警察庁 

報道局社会部 
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123 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

124 

 

 

 

 

 

 

第２節 避難の指示 

１ 市における措置 

（略） 

（1) 避難の指示等 

ア 避難指示等 

津波警報等を覚知した場合、市長は直ちに避難指示（緊急)を行うな

ど、速やかに的確な避難指示（緊急)等を発令するものとする。なお、

津波警報等に応じて自動的に避難指示（緊急)等を発令する場合におい

ても、住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指

示（緊急)の対象となる地域を住民等に伝達するものとする。 

避難指示（緊急)の発令対象とするすべての区域において、屋内での

安全確保措置とはせず、できるだけ早く、できるだけ高い場所へ移動す

る立退き避難を原則として指示する。 

大津波警報、津波警報、津波注意報により、避難の対象とする地域が

異なることに注意する。 

イ  地震に伴うその他の災害 

地震に伴うその他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

で、特にその必要があると認められるときは、避難のための立退きを勧

告又は指示する。 

（2) 知事等への助言の要求 

市長は、避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、又は「屋内

安全確保」の安全確保措置を指示しようとする場合において必要がある

と認めるときは、名古屋地方気象台、中部地方整備局又は知事に対し助

言を求めることができる。 

（略） 

３ 避難の勧告・指示の内容 

  市長等避難の勧告・指示をする者は、次の内容を明示して実施するもの

とする。 

（1) 避難対象地域 

（2) 避難先 

（3) 避難経路 

（4) 避難勧告又は避難指示（緊急)の理由 

（5) その他の必要な事項 

４ 避難の措置と周知 

避難の勧告若しくは指示をした者又は機関は、速やかに関係各機関に対し

第２節 避難の指示 

１ 市における措置 

（略） 

(1) 避難の指示等 

ア 避難指示等 

津波警報等を覚知した場合、市長は直ちに避難指示を行うなど、速や

かに的確な避難情報を発令するものとする。なお、津波警報等に応じて

自動的に避難情報を発令する場合においても、住民等の円滑な避難や安

全確保の観点から、津波の規模と避難情報の対象となる地域を住民等に

伝達するものとする。 

避難指示の発令対象とするすべての区域において、屋内での安全確保

措置とはせず、できるだけ早く、できるだけ高い場所へ移動する立退き

避難を原則として指示する。 

大津波警報、津波警報、津波注意報により、避難の対象とする地域が

異なることに注意する。 

イ  地震に伴うその他の災害 

地震に伴うその他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

で、特にその必要があると認められるときは、避難のための立退きを指

示する。 

(2) 知事等への助言の要求 

市長は、避難のための立退きを指示しようとする場合において必要があ

ると認めるときは、名古屋地方気象台、中部地方整備局又は知事に対し

助言を求めることができる。 

 

（略） 

３ 避難の指示の内容 

  市長等避難の指示をする者は、次の内容を明示して実施するもの  

 とする。 

(1) 避難対象地域 

(2) 避難先 

(3) 避難経路 

(4) 避難指示の理由 

(5) その他の必要な事項 

４ 避難の措置と周知 

避難の指示をした者又は機関は、速やかに関係各機関に対して連絡すると

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第 1 項及び第

3項関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

 

 

 

 

(改正後の災害
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て連絡するとともに、当該地域の住民に対してその内容の周知を図るものと

する。 

（1) 住民への周知徹底 

ア 避難の勧告・指示等は、災害の状況及び地域の実情に応じ、防災行政

無線を始めとした伝達手段を複合的に利用し、対象地域の住民に迅速・

的確に伝達する。 

イ (略） 

ウ 避難の勧告・指示は、できる限り、その理由、対象地域、避難先、避

難経路及び避難上の留意事項の伝達に努める。 

ともに、当該地域の住民に対してその内容の周知を図るものとする。 

 

(1) 住民への周知徹底 

ア 避難の指示等は、災害の状況及び地域の実情に応じ、防災行政無線を

始めとした伝達手段を複合的に利用し、対象地域の住民に迅速・的確に

伝達する。 

イ (略） 

ウ 避難の指示は、できる限り、その理由、対象地域、避難先、避難経路

及び避難上の留意事項の伝達に努める。 

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

124 

 

第３節 住民等の避難誘導 

１ 住民等の避難誘導 

 

第３節 住民等の避難誘導等 

１ 住民等の避難誘導等 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

126 第３章 災害情報の収集・伝達・広報 第３章 災害情報の収集・伝達・広報  

126 

 

 

 

 

 

 

 

127 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
被害状況等の収
集・伝達 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課)、
情報・調整班(秘書情報
課)、地域班(地域協働
課)、巡視・調査班(税
務課)、避難所班(国保
年金課) 

（略） 
６ 県に対する被害状況の報 

第２節 

通信手段の確保 

（市）本部班(防災課) （略） 

第３節 
広報・広聴 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
被害状況等の収
集・伝達 

（市）本部班(防災課)、
情報・調整班(秘書情報
課)、広報班(経営企画
課)、地域班(地域協働
課)、巡視・調査班(税
務課)、避難所班(国保
年金課)始め全課 

（略） 
６ 県に対する被害状況の報告 

第２節 

通信手段の確保 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 

（略） 

第３節 
広報・広聴 

（市）広報班(経営企画
課) 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

127 第１節 被害状況等の収集・伝達 第１節 被害状況等の収集・伝達 １．県の地域防
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128 

 

 

１ 市における措置 

（1) 被害情報の収集 

  （略） 

（2) 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

市は、災害の状況（被害規模に関する概括的情報を含む)及び応急対策

活動情報（応急対策の活動状況,対策本部設置状況,応援の必要性等)につ

いて、把握できた範囲から直ちに県へ報告する。 

この場合において、市長は、被害の発生地域、避難勧告等の措置を講

じた地域等を地図上に表示することができる県防災情報システムの防災

地理情報システムを有効に活用するものとする。 

（3) 行方不明者の情報収集 

（略） 

（4) 火災、災害即報要領に基づく報告 

ア （略） 

また、一定規模以上の災害（即報要領「第３直接即報基準」に該当す

る火災、災害等)を覚知したときは、第一報を、直接消防庁に対しても

原則として、３０分以内で可能な限り早く、わかる範囲で、報告を行う。

この場合において、消防庁長官から要請があった場合には、第一報後の

報告についても、引き続き、消防庁に対しても行う。 

 

 

イ 確定報告にあっては、災害応急対策完了後１５日以内に文書により県

に報告する。 

なお、消防機関への１１９番通報が殺到した場合については、即報要

領様式にかかわらず、最も迅速な方法により県及び国に報告する。 

（略） 

２ 被害状況等の収集、伝達系統 

（略） 

（1) 市の被害状況等の収集、伝達系統は次のとおりである。 

図中：情報渉外班・調整班 

１ 市における措置 

(1) 被害情報の収集 

  （略） 

(2) 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

市は、災害の状況（被害規模に関する概括的情報を含む)及び応急対策

活動情報（応急対策の活動状況,対策本部設置状況,応援の必要性等)につ

いて、把握できた範囲から直ちに県へ報告する。 

この場合において、市長は、被害の発生地域、避難情報の措置を講じた

地域等を地図上に表示することができる県防災情報システムの防災地理

情報システムを有効に活用するものとする。 

(3) 行方不明者の情報収集 

（略） 

(4) 火災、災害即報要領に基づく報告 

ア （略） 

また、一定規模以上の災害（即報要領「第３直接即報基準」に該当す

る火災、災害等)を覚知したときは、第一報を、直接消防庁に対しても

原則として、３０分以内で可能な限り早く、わかる範囲で、報告を行う。

この場合において、消防庁長官から要請があった場合には、第一報後の

報告についても、引き続き、消防庁に対しても行う。 

なお、消防機関への 119 番通報が殺到した場合については、即報要領

様式に関わらず、最も迅速な方法により県及び国に報告する。 

イ 確定報告にあっては、災害応急対策完了後１５日以内に文書により県

に報告する。 

 

 

（略） 

２ 被害状況等の収集、伝達系統 

（略） 

(1) 市の被害状況等の収集、伝達系統は次のとおりである。 

図中：情報・調整班 広報班 

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

131 

 

 

第２節 通信手段の確保 

１ 市における措置 

（略） 

第２節 通信手段の確保 

１ 市における措置 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 
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（5)非常通信 

（略） 

ア 非常通信の通信内容 

（ｱ)～（ｷ) （略） 

（ｸ)中央防災会議、緊急災害対策本部、非常災害対策本部、県・市町村

の防災会議及び災害対策本部相互間に発受する災害救援、その他緊

急措置に要する労務、施設、設備、物資、資金の調達、配分、輸送

等に関するもの。 

（略） 

(5)非常通信 

（略） 

ア 非常通信の通信内容 

(ｱ)～(ｷ) （略） 

(ｸ)中央防災会議、緊急災害対策本部、非常災害対策本部、特定災害対策

本部、県・市町村の防災会議及び災害対策本部相互間に発受する災害

救援、その他緊急措置に要する労務、施設、設備、物資、資金の調達、

配分、輸送等に関するもの。 

（略） 

 

(改正後の災害

対策基本法第 23

条の 3第 1項関

係) 

133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

134 

 

 

第３節 広報 

１ 広報活動 

（略） 

(1) 広報内容 

ア 災害発生直後の広報 

（略） 

(ｴ) 避難に関する情報（避難場所、避難勧告、指示等) 

（略） 

(2) 広報活動の実施方法 

（略） 

※上記広報活動を実施するため、庁有車のうち放送設備を常備した庁有

車は、情報渉外班の指示により広報活動に従事させるようにする。 

(3) 記録写真の作成 

被災地の状況を写真に収め、復旧対策及び広報活動の資料として活用

する。なお各班で撮影した写真はすべて情報渉外班へ提出するようにす

る。 

第３節 広報 

１ 広報活動 

（略） 

(1) 広報内容 

ア 災害発生直後の広報 

（略） 

(ｴ) 避難に関する情報（避難場所、避難指示等) 

（略） 

(2) 広報活動の実施方法 

（略） 

※上記広報活動を実施するため、庁有車のうち放送設備を常備した庁有

車は、広報班の指示により広報活動に従事させるようにする。 

(3) 記録写真の作成 

被災地の状況を写真に収め、復旧対策及び広報活動の資料として活用す

る。なお各班で撮影した写真はすべて広報班へ提出するようにする。 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

135 第４章 応援協力・派遣要請 第４章 応援協力・派遣要請  

135 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

135 

 

 

136 

 

 

 

第１節 
応援協力 

（市）本部班(防災課)、情
報・調整班(秘書情報課)、
会計班(会計課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第３節 
自衛隊の災害派
遣 

（市）本部班(防災課)、情
報・調整班(秘書情報課)、
広報班(経営企画課) 

（略） 

第４節 
ボランティアの
受入れ 

（市）本部班(防災課)、地
域班(地域協働課)、 
社会福祉協議会 

（略） 

第５節 
労務計画 

（市）本部班(防災課)、情
報・調整班(秘書情報課) 

（略） 

第６節 
防災活動拠点の
確保 

（市）本部班(防災課)、情
報・調整班(秘書情報課) 

（略） 

第７節 
南海トラフ地震
の発生時におけ
る広域受援 

（市）本部班(防災課)、土
木施設管理班(土木港湾
課)、第1医療班(健康課)、
情報・調整班(秘書情報
課)、調達班(行政課、資産
活用課) 

（略） 

 

第１節 
応援協力 

（市）本部班(防災課)、情
報・調整班(秘書情報課)、
調達班(行政課)、会計班
(会計課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第３節 
自衛隊の災害派
遣 

（市）本部班(防災課)、情
報・調整班(秘書情報課) 

（略） 

第４節 
ボランティアの
受入れ 

（市）地域班(地域協働
課)、 
社会福祉協議会 

（略） 

第５節 
労務計画 

（市）情報・調整班(秘書
情報課) 

（略） 

第６節 
防災活動拠点の
確保 

（市）情報・調整班(秘書
情報課)、土木施設管理班
(都市整備課)、社会教育班
(スポーツ課) 

（略） 

第７節 
南海トラフ地震
の発生時におけ
る広域受援 

（市）本部班(防災課)、土
木施設管理班(土木港湾
課)、第1医療班(健康課)、
情報・調整班(秘書情報
課)、供給班(商工課)、調
達班(行政課、資産活用課) 
消防署 

（略） 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

136 

 

 

第１節 応援協力 

１ 市における措置 

（1) 知事に対する応援要求等（災害対策基本法第６８条)  

市長は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、知

事に対して応援を求め、又は災害応急対策の実施等を要請する。  

 

（2) 他の市町村長に対する応援要求（災害対策基本法第６７条) 

市長は、災害応急対策等を実施するため必要があると認めるときは、

他の市町村長に対して応援を求めることができる。なお、市長は、あら

かじめ災害時の応援に関する協定を締結し、その協定に基づき応援を求

めるものとする。（略） 

第１節 応援協力 

１ 市における措置 

(1) 知事に対する応援要求等（災害対策基本法第６８条)  

市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害

応急対策を実施するため必要があると認めるときは、知事に対して応援

を求め、又は災害応急対策の実施等を要請する。  

(2) 他の市町村長に対する応援要求（災害対策基本法第６７条) 

市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災

害応急対策等を実施するため必要があると認めるときは、他の市町村長

に対して応援を求めることができる。なお、市長は、あらかじめ災害時

の応援に関する協定を締結し、その協定に基づき応援を求めるものとす

る。（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第 68

条関係) 

 

(改正後の災害

対策基本法第 67

条第1項関係) 

 

137 

 

第２節 応援部隊等による広域応援等 

１ 市及び消防署の措置（緊急消防援助隊等) 

第２節 応援部隊等による広域応援等 

１ 市及び消防署の措置（緊急消防援助隊等) 

２．碧南市各部

局における活動
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

137 

 

（1) 緊急消防援助隊等の応援要請 

ア 市長又は消防署長は、大規模な災害等が発生した場合は、衣浦東部

広域連合を通じ、愛知県内広域消防相互応援協定に基づく援助要請及

び緊急消防援助隊の要請を行うものとする。 

イ 応援活動部隊の野営施設又は宿泊施設及び車両等の保管場所等の活

動拠点を確保する。 

ウ 消防署庁舎又は活動拠点において緊急消防援助隊指揮支援本部の設

置・運営に協力する。 

(1) 緊急消防援助隊等の応援要請 

ア 市長は、大規模な災害等が発生した場合は、衣浦東部広域連合を通

じ、愛知県内広域消防相互応援協定に基づく要請及び緊急消防援助隊

の要請を行うものとする。 

イ 応援活動部隊の進出拠点及び宿営場所を確保する。 

 

（削除） 

の反映等 

 

(表記の整理) 

145 

 

 

146 

 

第７節 南海トラフ地震の発生時における広域受援 

１ 市における措置 

（略） 

（5) 燃料供給 

災害応急活動に必要な燃料や、重要施設の業務継続のための燃料を確

実に確保し、迅速かつ円滑に供給する活動 

第７節 南海トラフ地震の発生時における広域受援 

１ 市における措置 

（略） 

(5) 燃料・電気・ガスの供給 

災害応急活動に必要な燃料や、重要施設の業務継続のための燃料・電

気・ガスを確実に確保し、迅速かつ円滑に供給する活動 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(協定の締結に

伴う修正等) 

147 第５章 救出・救助対策 第５章 救出・救助対策  

147 主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
救出・救助活動 

（市）本部班(防災
課) 、第１医療班（健
康課） 
消防署、消防団、 
県警察、自主防災会 
災害発生事業所 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
救出・救助活動 

（市）本部班(防災
課)、第１医療班(健
康課) 
消防署 
消防団 
県警察 
自主防災会 
災害発生事業所 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

148 

 

 

第１節 救出・救助活動 

１ 市及び消防署における措置 

（略) 

第１節 救出・救助活動 

１ 市及び消防署における措置 

（略) 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

148 

 

（3) 広域的な消防部隊の応援要請 

  広域的な消防部隊の応援要請を行う必要が生じた場合、消防署長は衣浦

東部広域連合を通じ、「愛知県内広域消防相互応援協定」及び「愛知県消

防広域応援基本計画」並びに「西三河地区消防相互応援協定」の定めると

ころにより消防相互応援を行う。 

(3) 広域的な消防部隊の応援要請 

  広域的な消防部隊の応援要請を行う必要が生じた場合、衣浦東部広域連

合を通じ、「愛知県内広域消防相互応援協定」及び「愛知県消防広域応援

基本計画」並びに「西三河地区消防相互応援協定」の定めるところにより

消防相互応援を行う。 

 

(表記の整理) 

148 

 

150 

 

第２節 海上における避難救出活動 

１ 第四管区海上保安本部における措置 

（略） 

（5) 救難対策 

ア （略） 

イ 避難の勧告・指示等が発令された場合において、必要があるときは、

避難者の誘導、海上輸送を行い、避難を援助する。  

（略） 

第２節 海上における避難救出活動 

１ 第四管区海上保安本部における措置 

（略） 

(5) 救難対策 

ア （略） 

イ 避難情報が発令された場合において、必要があるときは、避難者の

誘導、海上輸送を行い、避難を援助する。  

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(改正後の災害

対策基本法第 60

条第1項関係) 

158 第７章 医療救護・防疫・保健衛生対策 第７章 医療救護・防疫・保健衛生対策  

158 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針 

○ 医療救護については、災害医療コーディネーター、周産期リエゾン、透

析リエゾン、医師会、歯科医師会、薬剤師会、日赤、災害拠点病院、国立

病院機構の病院、県立病院、県等広範囲な協力体制の確立に努めるものと

する。 

（略） 

 

主な機関の応急活動 

機関名 発災     ３日      １週間     復旧対応期 

県 （略）  

碧南市、消防署 （略） 

碧南市医師会 

碧南歯科医師会 

碧南市薬剤師会 

災害拠点病院 

（追加） 

○保健医療調整会議への参画 

○臨機応急な医療活動 

○災害拠点病院による重傷患者等の受入・広域搬送 

（追加） 

（略） （略） 

基本方針 

○ 医療救護については、災害医療コーディネーター、周産期リエゾン、透

析リエゾン、医師会、歯科医師会、薬剤師会、日赤、災害拠点病院、災害

拠点精神科病院、国立病院機構の病院、県立病院、県等広範囲な協力体制

の確立に努めるものとする。 

（略） 

 

主な機関の応急活動 

機関名 発災     ３日      １週間     復旧対応期 

県 （略） 

碧南市、消防署 （略） 

碧南市医師会 

碧南歯科医師会 

碧南市薬剤師会 

災害拠点病院 

災害拠点精神科病院 

○保健医療調整会議への参画 

○臨機応急な医療活動 

○災害拠点病院による重傷患者等の受入・広域搬送 

○災害拠点精神科病院による精神科医療の提供・一時的避難患者の受

入 

（略） （略） 

１．県の地域防災

計画の修正の反映 

 

(令和 2 年 3 月 31

日に新たに災害拠

点精神科病院を指

定したため) 
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

159 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
医療救護 
 

（市）第1医療班(健康
課)、 
市民病院 
消防署 
碧南市医師会 
碧南歯科医師会 
碧南市薬剤師会 

１(1) 医療救護所の設置及び医療救護班の編成 
１(2) 医療救護班の活動 
１(3) 救急搬送の実施 
１(4) 医薬品その他衛生材料の確保 
１(5) 血液製剤の確保 
１(6) 医薬品等の適正使用に関する活動 

災害拠点病院 ２ 重傷患者等の受入れ・広域搬送 

（追加） （追加） 

DMAT指定医療機関 ３ 地域内搬送・病院支援・現場活動 

碧南市赤十字奉仕団 ４ 医療救護活動の実施 

（市）本部班(防災課) ５ 災害救助法の適用 
 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
医療救護 
 

（市）第1医療班(健康
課)、第2医療班(市民病
院) 
消防署 
碧南市医師会 
碧南歯科医師会 
碧南市薬剤師会 

１(1) 医療救護所の設置及び医療救護班の編成 
１(2) 医療救護班の活動 
１(3) 救急搬送の実施 
１(4) 医薬品その他衛生材料の確保 
１(5) 血液製剤の確保 
１(6) 医薬品等の適正使用に関する活動 

災害拠点病院 ２ 重傷患者等の受入れ・広域搬送 

災害拠点精神科病院 ３ 精神科医療の提供・一時的避難患者の受入 

DMAT指定医療機関 ４ 地域内搬送・病院支援・現場活動 

碧南市赤十字奉仕団 ５ 医療救護活動の実施 

（市）本部班(防災課) ６ 災害救助法の適用 
 

 

 

２．碧南市各部局

における活動の反

映等 

 

(表記の整理) 

 

159 

 

161 

 

第１節 医療救護 

（略） 

２ 災害拠点病院における措置 

  （略） 

（追加） 

 

 

３ 災害派遣医療チーム（以下、ＤＭＡＴ)指定医療機関における措置 

（略） 

４ 碧南市赤十字奉仕団における措置 

（略） 

５ 災害救助法の適用 

（略） 

第１節 医療救護 

（略） 

２ 災害拠点病院における措置 

  （略） 

３ 災害拠点精神科病院における措置 

災害拠点精神科病院は、災害時における精神科医療の提供や患者の一時的

避難に対応する。 

４ 災害派遣医療チーム（以下、ＤＭＡＴ)指定医療機関における措置 

（略） 

５ 碧南市赤十字奉仕団における措置 

（略） 

６ 災害救助法の適用 

（略） 

１．県の地域防災

計画の修正の反映 

 

(令和 2 年 3 月 31

日に新たに災害拠

点精神科病院を指

定したため) 

 

162 

 

 

 

163 

 

 

第２節 防疫・保健衛生 

（略）  

１ 市における措置 

（略） 

（4) 栄養指導等 

市及び県は、避難所等における炊き出しの実施に際し、栄養指導を行

うとともに、避難所等における被災者の食生活支援・相談を行う。 

第２節 防疫・保健衛生 

（略）  

１ 市における措置 

（略） 

(4) 栄養指導等 

ア 市及び県は、避難所等における炊き出しの実施に際し、栄養指導を行

うとともに、避難所等における被災者の食生活支援・相談を行う。 

１．県の地域防災

計画の修正の反映 

 

(令和 2 年 3 月 24

日に公益社団法人

愛知県栄養士会と

協定を締結したた
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163 

 

（追加） 

 

 

 

 

（略） 

（6) 健康支援と心のケア 

ア 被災状況の把握と避難所・地域の保健活動 

（略)  

イ 長期避難者等への健康支援 

（ｱ) 避難生活が長期にわたるとストレスが蓄積し、心身ともに様々な問

題が生じやすいため、健康増進への支援、ストレスなど心の問題等を

含めた健康相談体制の充実、自治活動の支援等を行う。  

（ｲ) ストレス症状の長期化・悪化、あるいはＰＴＳＤ・うつ病・アルコ

ール依存症の人を適切に専門機関への橋渡しを行うなど、住民のニー

ズに沿った精神保健福祉相談体制を充実させる。 

イ 市は、避難所等における被災者に対する健康対策のうち、巡回栄養相

談等を必要とする場合は、「災害時における栄養・食生活支援活動に関す

る協定」に基づき、県を通じ公益社団法人愛知県栄養士会へ支援の活動

を要請するなど、避難所等における適切な食事の確保及び提供について、

専門性を有した支援の協力が得られるよう努める。 

（略） 

(6) 健康支援と心のケア 

ア 被災状況の把握と避難所・地域の保健活動 

（略)  

イ 長期避難者等への健康支援 

(ｱ) 避難生活が長期にわたるとストレスが蓄積し、心身ともに様々な問題

が生じやすいため、健康増進への支援、ストレスなど心の問題等を含

めた健康相談体制の充実、自治活動の支援等を行う。  

(ｲ) ストレス症状の長期化・悪化、あるいはＰＴＳＤ・うつ病・アルコー

ル依存症等の人を適切に専門機関への橋渡しを行うなど、住民のニーズ

に沿った精神保健福祉相談体制を充実させる。 

め) 

 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部局

における活動の反

映等 

 

(表記の整理) 

 

166 第８章 交通の確保・緊急輸送対策 第８章 交通の確保・緊急輸送対策  

167 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
道路施設対策 

（市）本部班(防災
課)、土木施設管理班
(土木港湾課) 
中部地方整備局 
愛知県道路公社 

１(1) 道路情報の収集及び関係機関との情報共有 
１(2) 道路、橋梁等の緊急復旧、緊急輸送道路等の
機能確保 
１(3) 緊急災害派遣隊による活動支援 
１(3) 二次災害防止のための交通規制 
（略） 

第３節 
港湾・漁港施設
対策 

港湾漁港管理者 
（市）本部班(防災
課)、土木施設管理班
(土木港湾課)第四管
区海上保安本部 

（略） 

（略） （略） （略） 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
道路施設対策 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課) 
中部地方整備局 
愛知県道路公社 

１(1) 道路情報の収集及び関係機関との情報共有 
１(2) 道路、橋梁等の緊急復旧、緊急輸送道路等の
機能確保 
（削除） 
１(3) 二次災害防止のための交通規制 
（略） 

第３節 
港湾・漁港施設
対策 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課)、農水班
(農業水産課) 
港湾漁港管理者 
第四管区海上保安本
部 

（略） 

（略） （略） （略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



碧南市地域防災計画(地震・津波災害対策計画)新旧対照表 
 

50 
 

 

頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

167 

 

第５節 
緊急輸送手段
の確保 

（市）本部班(防災
課)、調達班(行政課、
資産活用課)、 
輸送機関（鉄軌道事業
者、自動車運送事業者
等） 
中部運輸局 

（略） 

 

第５節 
緊急輸送手段
の確保 

（市）調達班(行政課、
資産活用課)、 
輸送機関(鉄軌道事業
者、自動車運送事業者
等) 
中部運輸局 

（略） 

 

 

 

176 

 

 

 

第３節 港湾・漁港施設対策 

１ 市における措置 

（1) 応急復旧活動  

（略） 

（2) 輸送機能の確保  

ア (略） 

イ  放置車両や立ち往生車両等が発生した場合で、緊急通行車両の通行

を確保するため緊急の必要があるときは、臨港道路の管理者として、

運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。 

運転者がいない場合等においては、自ら車両の移動等を行うものと 

する。 

第３節 港湾・漁港施設対策 

１ 市における措置 

(1) 応急復旧活動  

（略） 

(2) 輸送機能の確保  

ア (略） 

イ  放置車両や立ち往生車両等が発生した場合で、緊急通行車両の通行

を確保するため緊急の必要があるときは、臨港道路の管理者に連絡し、

運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。 

運転者がいない場合等においては、自ら車両の移動等を行うよう依頼

する。 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

 

(表記の整理) 

 

182 第９章 浸水・津波対策 第９章 浸水・津波対策  

182 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
浸水対策 

（略） （略） 

第２節 
津波対策 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 

１(1) 情報の伝達等 
１(2) 避難指示（緊急）の発令、海岸線の監視、
巡廻等 
（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
浸水対策 

（略） （略） 

第２節 
津波対策 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課)、土
木施設管理班(土木港湾
課)、農水班(農業水産課) 

１(1) 情報の伝達等 
１(2) 避難情報の発令、海岸線の監視、巡廻等 
 
（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

183 

 

 

 

 

第２節 津波対策 

１ 市における措置 

（略） 

（2) 避難指示（緊急)等の発令、海岸線の監視、巡回等 

ア （略） 

第２節 津波対策 

１ 市における措置 

（略） 

(2) 避難情報の発令、海岸線の監視、巡回等 

ア （略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害
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184 

 

 

イ 市は、津波警報等の伝達を受けたとき又は伝達ルートに関係なく覚

知したときは、市の防災行政無線（同報系無線)、広報車、へきなん防

災メール等により避難指示（緊急)等を発令するとともに、避難所の開

設を行う。 

ウ （略）  

（3) 津波の自衛措置 

津波は、場合によっては注意報・警報が伝達されるよりも早く到着す

る場合もあるため、（1)の情報伝達等がなくても強い地震（震度４程度以

上)に加え、弱い地震であっても長時間ゆっくりとした揺れを感じた場

合、次の措置をとる。 

ア （略） 

イ 津波注意報・警報の情報収集にあっては、放送機関からの情報にも

留意し聴取する責任者を定めるなどの体制をとり、収集した情報の迅

速かつ的確な伝達を行うこと。 

イ 市は、津波警報等の伝達を受けたとき又は伝達ルートに関係なく覚

知したときは、市の防災行政無線（同報系無線)、広報車、へきなん防

災メール等により避難情報を発令するとともに、避難所の開設を行う。 

 

ウ （略）  

(3) 津波の自衛措置 

津波は、場合によっては津波警報等が伝達されるよりも早く到着する場

合もあるため、（1)の情報伝達等がなくても強い地震（震度４程度以上)

に加え、弱い地震であっても長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合、

次の措置をとる。 

ア （略） 

イ 津波警報等の情報収集にあっては、放送機関からの情報にも留意し

聴取する責任者を定めるなどの体制をとり、収集した情報の迅速かつ

的確な伝達を行うこと。 

対策基本法第 60

条第1項関係) 

 

 

 

(表記の整理) 

185 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策  

185 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
要配慮者対策 

（市）本部班(防災課)、
福祉班(福祉課)、要配慮
者支援班(高齢介護課)、
第1医療班(健康課)、地
域班(地域協働課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
要配慮者対策 

（市）福祉班(福祉課)、
要配慮者支援班(高齢介
護課)、第1医療班(健康
課)、地域班(地域協働
課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市における措置 

（略） 

（5) 福祉避難所の設置等 

自宅や福祉施設が被災した要配慮者について、福祉避難所への移送や、

被災を免れた社会福祉施設等への緊急入所等、適切な支援を実施するもの

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市における措置 

（略） 

(5) 福祉避難所の設置等 

自宅や福祉施設が被災した要配慮者について、福祉避難所への移送や、

被災を免れた社会福祉施設等への緊急入所等、適切な支援を実施するもの

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(「令和元年台風

第19号等を踏ま
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189 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

190 

 

とする。 

（追加） 

 

 

 

 

 

（8) 外国人に対する情報提供と支援ニーズの把握 

次の方法により災害情報や支援情報等の提供を行うとともに、必要な支

援ニーズを収集する。 

ア （略） 

イ 県国際交流協会の「多言語情報翻訳システム」等の活用 

 

ウ 愛知県災害多言語支援センター（大規模災害時に設置)が発信する

多言語情報の活用 

エ 通訳ボランティア等の避難所等への派遣 

とする。 

また、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、

必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、

受入れ対象者を特定して公示するものとする。 

前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前

に調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった

際に福祉避難所へ直接避難することができるよう努めるものとする。 

(8) 外国人に対する情報提供と支援ニーズの把握 

次の方法により災害情報や支援情報等の提供を行うとともに、必要な支

援ニーズを収集する。 

ア （略） 

イ 一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）の多言語情報等共通ツー

ル等の活用 

ウ 愛知県災害多言語支援センター（大規模災害時に設置)が発信する 

多言語情報及び外国人相談対応等における通訳翻訳支援の活用 

エ 通訳ボランティア等の避難所等への派遣 

えた高齢者等の

避難のあり方に

ついて(最終と

りま と め ) 」

（R2.12）を踏ま

えた修正)  

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

192 第１１章 水・食品・生活必需品等の供給 第１１章 水・食品・生活必需品等の供給  

192 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
給水 

（市）本部班(防災
課)、水道班(水道課) 

（略） 

第２節 
食品の供給 

（市）本部班(防災
課)、供給班(商工課) 

（略） 

第３節 
生活必需物資の供給 

（市）本部班(防災
課)、供給班(商工課) 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
給水 

（市）水道班(水道課) （略） 

第２節 
食品の供給 

（市）供給班(商工課) 
社会福祉協議会 

（略） 

第３節 
生活必需物資の供給 

（市）供給班(商工課) （略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

195 

 

 

 

 

 

第２節 食品の供給 

１ 市における措置 

（略） 

（4) 米穀の原料調達 

ア （略） 

イ 市は、米穀届出事業者等から米穀の原料（玄米)調達が困難な場合は、

第２節 食品の供給 

１ 市における措置 

（略） 

(4) 米穀の原料調達 

ア （略） 

イ 市は、米穀届出事業者等から米穀の原料（玄米)調達が困難な場合は、

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(要領の一部改

正に伴う修正) 
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196 

 

県と緊密な連格を図り、「愛知県応急用米穀取扱要領｣及び「米穀の買

入れ・販売等に関する基本要領（第４章 Ⅰ 第１０の２に基づく災害

救助用米穀の供給に係る手続き)」により調達を図る。  

（略） 

県と緊密な連格を図り、「愛知県応急用米穀取扱要領｣及び「米穀の買

入れ・販売等に関する基本要領（第４章 Ⅰ 第１１の２に基づく災害

救助用米穀の供給に係る手続き)」により調達を図る。  

（略） 

 

199 第１２章 環境汚染防止及び地域安全対策 第１２章 環境汚染防止及び地域安全対策  

199 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
地域安全対策 

（市）本部班(防災課)、  
県警察 
第四管区海上保安本部 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
地域安全対策 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課)、
地域班(地域協働課) 
県警察 
第四管区海上保安本部 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

201 第１３章 遺体の取扱い 第１３章 遺体の取扱い  

201 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
遺体の捜索・収容 

（市）本部班(防災課)、市民
班(市民課) 

（略） 

第２節 
遺体の処理 

（市）市民班(市民課)、第１
医療班(健康課)、市民班(監査
事務局)、会計班(会計課)、 
市民病院、県警察、 
第四管区海上保安本部 

（略） 

第３節 
遺体の埋火葬 

（市）市民班(市民課)、福祉
班(福祉課)、市民班(監査事務
局)、 
衣浦衛生組合 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
遺体の捜索・収容 

（市）市民班(市民課) （略） 

第２節 
遺体の処理 

（市）市民班(市民課、監査委
員事務局、会計課)、第１医療
班(健康課)、第2医療班(市民
病院) 
県警察、 
第四管区海上保安本部 

（略） 

第３節 
遺体の埋火葬 

（市）市民班(市民課、監査委
員事務局、会計課)、福祉班(福
祉課)、 
衣浦衛生組合 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

205 第１４章 ライフライン施設等の応急対策 第１４章 ライフライン施設等の応急対策  
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頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

211 

 

 

 

第３節 上水道施設対策 

１ 水道事業者（市)における措置 

（略） 

（2) 応援の要請 

ア 市は、碧南市災害復旧協議会と緊密な連絡を図り、応急復旧に対応

する。また、被害状況に応じて、県内水道事業者、県あるいは日本水

道協会へ応援を要請する。 

イ 東海地震の警戒宣言が発せられた場合の広域応援については、「愛知

県水道震災広域応援実施要項」によるものとする。 

（略） 

第３節 上水道施設対策 

１ 水道事業者（市)における措置 

（略） 

(2) 応援の要請 

市は、碧南市災害復旧協議会と緊密な連絡を図り、応急復旧に対応す

る。また、被害状況に応じて、県内水道事業者、県あるいは日本水道協

会へ応援を要請する。 

（削除） 

 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

 

217 第１５章 住宅対策 第１５章 住宅対策  

217 

 

 

 

基本方針 

○ （略） 

○  （略） 

○ 災害により、自らの資力では住宅を確保することが困難な被災者のため

に、短期間の一時的な住まいとして公共賃貸住宅等の空家を提供する。 

（追加） 

 

 

 

 

（略） 

基本方針 

○ （略） 

○  （略） 

○ 災害により、自らの資力では住宅を確保することが困難な被災者のため

に、短期間の一時的な住まいとして公共賃貸住宅等の空室を提供する。 

○ 市は平常時から、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努

める。また、災害時には適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急

に安全を確保するための必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等

の飛散のおそれのある部分や、応急措置の支障となる空家等の全部又は一

部の除却等の措置を行うものとする。 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(国交省通知「空

家等対策に係る

災害対策基本法

の規定に基づく

措置について」

（R2.12.25）を

踏まえた修正) 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

218 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

２．碧南市各部

局における活動
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218 

 

第１節 
被災建物応急危険度
判定及び被災宅地危
険度判定 

（略） １(1) 実施本部の設置 
１(2) 判定活動の実施 

第２節 
被災住宅等の調査 

（市）巡視・調査班(税
務課)、住宅建築班(建
築課)、福祉班(福祉
課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第６節 
障害物の除去 

（市）本部班(防災課) （略） 

 

第１節 
被災建物応急危険度
判定及び被災宅地危
険度判定 

（略） １(1) 被災建築物応急危険度判定実施本部及
び被災宅地危険度判定実施本部の設置 

１(2) 判定活動の実施 

第２節 
被災住宅等の調査 

（市）巡視・調査班(税
務課)、住宅建築班(建
築課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第６節 
障害物の除去 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課)、住宅建
築班(建築課) 

（略） 

 

の反映等 

 

(表記の整理) 

218 

 

 

 

219 

 

 

 

 

第１節 被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定 

（略）  

１ 市における措置 

（略）  

(1) 実施本部の設置 

 

判定を実施するに当たり、市災害対策本部の中に市応急危険度判定実

施本部被災建築物応急危険度判定実施本部及び被災宅地危険度判定実施

本部（以下「実施本部」という。)を設置する。実施本部は、判定実施計

画を作成し、必要に応じて県の支援本部へ支援要請を行う。 

(2) 判定活動の実施 

実施本部は、判定士、資機材等の確保をし、判定活動を実施する。 

判定活動の実施にあたっては、被災建築物の応急危険度判定調査、被

災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、住宅に関する各種調査

が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実

施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者に明確

に説明するものとする。 

第１節 被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定 

（略）  

１ 市における措置 

（略）  

(1) 被災建築物応急危険度判定実施本部及び被災宅地危険度判定実施本部

の設置 

判定を実施するに当たり、市災害対策本部の中に市被災建築物応急危険

度判定実施本部及び被災宅地危険度判定実施本部（以下「実施本部」とい

う。)を設置する。実施本部は、判定実施計画を作成し、必要に応じて県

の支援本部へ支援要請を行う。 

(2) 判定活動の実施 

実施本部は、判定士、資機材等の確保をし、判定活動を実施する。 

判定活動の実施にあたっては、被災建築物応急危険度判定調査、被災

宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、住宅に関する各種調査が

個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施

時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者に明確に

説明するものとする。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

219 

 

 

 

 

 

 

第３節 公共賃貸住宅等への一時入居 

１ 市における措置 

［参照項目］ 

碧南市地震時応急復旧計画１１．４．１ 

市は、家屋に被害を受けた被災者の短期間の一時的な住まいとして公共

賃貸住宅等の空家を提供する。 

（1) 提供する住宅の選定・確保 

第３節 公共賃貸住宅等への一時入居 

１ 市における措置 

［参照項目］ 

碧南市地震時応急復旧計画１１．４．１ 

市は、家屋に被害を受けた被災者の短期間の一時的な住まいとして公共

賃貸住宅等の空室を提供する。 

(1) 提供する住宅の選定・確保 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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219 

 

提供する住宅の選定にあたっては、地域の被災状況を考慮し、利用可能

な空家を確保する。 

提供する住宅の選定にあたっては、地域の被災状況を考慮し、利用可能

な空室を確保する。 

222 第５節 住宅の応急修理 

１ 市における措置 

（略） 

(1) 応急修理の実施 

（略） 

エ 修理の期間  

地震災害が発生してから1か月以内に完了するものとする。ただし、

交通機関の途絶その他特殊な事情により期間内に修理ができない場合

は、事前に知事の同意を得て、必要最小限の期間を延長するものとす

る。  

第５節 住宅の応急修理 

１ 市における措置 

（略） 

(1) 応急修理の実施 

（略） 

エ 修理の期間  

地震災害が発生してから 3か月以内（災害対策基本法に規定する災害

対策本部が設置された場合は、６か月以内）に完了するものとする。

ただし、交通機関の途絶その他特殊な事情により期間内に修理ができ

ない場合は、事前に知事の同意を得て、必要最小限の期間を延長する

ものとする。  

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(災害救助事務

取扱要領の改

正) 

 

225 第１６章 学校における対策 第１６章 学校における対策  

225 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 

気象警報等の伝達、臨時休
業及び避難等の措置 

県、（市）本部班(防
災課)、学校教育班(学
校教育課)、 
国立・私立学校設置者
（管理者) 

（略） 

第２節 
教育施設及び教職員の確
保 

（市）住宅建築班(建
築課)、学校教育班(学
校教育課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第４節 
教科書・学用品等の給与 

（市）学校教育班(学
校教育課) 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 

気象警報等の伝達、臨時休
業及び避難等の措置 

県、（市）学校教育班
(学校教育課)、 
国立・私立学校設置者
(管理者) 

（略） 

第２節 
教育施設及び教職員の確
保 

（市）住宅建築班(建
築課)、学校教育班(庶
務課、学校教育課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第４節 
教科書・学用品等の給与 

（市）学校教育班(庶
務課、学校教育課) 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

226 

 

 

第１節 津波警報等の伝達、臨時休業及び避難等の措置 

１ 県（教育委員会)、市及び国立・私立学校設置者（管理者)における措置 

（1) 津波警報等の把握・伝達 

第１節 津波警報等の伝達、臨時休業及び避難等の措置 

１ 県（教育委員会)、市及び国立・私立学校設置者（管理者)における措置 

(1) 津波警報等の把握・伝達 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 
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226 

 

 

（略） 

（2) 臨時休業等の措置 

授業を継続実施することにより、児童生徒等の安全の確保が困難であ

ると思われる場合には、次により臨時休業等の措置をとる。 

ア 県立学校 

学校の置かれている地域の津波警報等に留意し、あらかじめ定めた

基準により県立学校管理規則等に基づき校長が行う。休校措置を実施

した場合は速やかに県教育委員会に報告する。 

（略） 

（略） 

(2) 臨時休業等の措置 

授業を継続実施することにより、児童生徒等の安全の確保が困難である

と思われる場合には、次により臨時休業等の措置をとる。 

ア 県立学校 

学校の置かれている地域の津波警報等に留意し、あらかじめ定めた基

準により学校教育法施行規則に基づき校長が行う。休業措置を実施し

た場合は速やかに県教育委員会に報告する。 

（略） 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

229 第４編 災害復旧・復興 第４編 災害復旧・復興  

229 第１章 復興体制 第１章 復興体制  

229 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
復興計画等の策定 

県 （略） 

（市）防災関係機関 （略） 

第３節 
職員の派遣要請 

県 （略） 

（市）本部班(防災
課)、情報・調整班(秘
書情報課) 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第２節 
復興計画等の策定 

県 （略） 

（市）土木施設管理班
(都市計画課) 

（略） 

第３節 
職員の派遣要請 

県 （略） 

（市）情報・調整班(秘
書情報課) 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

232 第２章 公共施設等災害復旧対策 第２章 公共施設等災害復旧対策  

232 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 （市）本部班(防災課)、 （略） 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
公共施設災害復旧
事業 

（市）調達班(資産活用
課、行政課)、土木施設
管理班(土木港湾課) 

（略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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232 公共施設災害復旧
事業 

調達班(資産活用課） 
施設管理者 

第２節 
激甚災害の指定 

（市）本部班(防災課)、
調達班(行政課)  

（略） 

第３節 
暴力団等への対策 

（市）本部班(防災課)  （略） 

 

施設管理者 

第２節 
激甚災害の指定 

（市）本部班(防災課)、
調達班(資産活用課、行
政課)、土木施設管理班
(土木港湾課) 

（略） 

第３節 
暴力団等への対策 

（市）調達班(資産活用
課)、住宅建築班(建築
課) 

（略） 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

236 第３章 災害廃棄物処理対策 第３章 災害廃棄物処理対策  

236 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

災害廃棄物処理
対策 

（市）環境班(環境課) （略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

災害廃棄物処理
対策 

（市）環境班(環境課) 
衣浦衛生組合 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

242 第５章 被災者等の生活再建等の支援 第５章 被災者等の生活再建等の支援  

242 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
罹災証明書の交
付等 

（市）巡視・調査班(税務課)、本部
班(防災課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第３節 
金融対策 

東海財務局、日本銀行名古屋支店 
（(市)市民班(会計課)) 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
罹災証明書の交
付等 

（市）巡視・調査班(税務課)、避難
所班(国保年金課)、要配慮者支援班
(高齢介護課)、福祉班(福祉課)、こ
ども班(こども課)、学校教育班(学
校教育課)、水道班(水道課)、下水
道班(下水道課)、住宅建築班(建築
課) 

（略） 

（略） （略） （略） 

第３節 
金融対策 

東海財務局、日本銀行名古屋支店 
(市)市民班(会計課) 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

243 

 

第２節 被災者への経済的支援等 

（略） 

第２節 被災者への経済的支援等 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の
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245 

 

３ 被災者生活再建支援法人（公益財団法人都道府県センター)における措置 

「被災者生活再建支援法」に基づき、同法の適用となる自然災害により全

壊又はこれに準ずる程度の被害を受けた世帯に対して、その生活の再建を支

援し、もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資するため、住宅

の被害程度、再建方法に応じて定額の支援金を支給する。 

（略） 

３ 被災者生活再建支援法人（公益財団法人都道府県センター)における措置 

「被災者生活再建支援法」に基づき、同法の適用となる自然災害によりそ

の生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して、その生活の再建を支援し、

もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資するため、住宅の被害

程度、再建方法に応じて定額の支援金を支給する。 

（略） 

反映 

 

(被災者生活再

建支援法の改正

に伴う修正) 

252 第５編 東海地震に関する事前対策 （削除）  

252 （新設） 第５編 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応  

252 

 

 

 

【第 2編 第13章 南海トラフ地震臨時情報に対する防災対応】の内容 

主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 
南海トラフ地震臨時情報(調査中)が発表
された場合の対応 

（略） （略） 

第２節 
南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)
が発表された場合の対応 

（略） （略） 

第３節 
南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)
が発表された場合の対応 

（略） （略） 

 

 

主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

１． 
南海トラフ地震臨時情報(調査中)が発表
された場合の対応 

（略） （略） 

２． 
南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)
が発表された場合の対応 

（略） （略） 

３． 
南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)
が発表された場合の対応 

（略） （略） 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

 

 

 

252 

 

第１節 南海トラフ地震臨時情報(調査中)が発表された場合の対応 １．南海トラフ地震臨時情報(調査中)が発表された場合の対応 １．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 

253 

 

第２節 南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)が発表された場合の対応 

（略） 

２．南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)が発表された場合の対応 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の
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253 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

255 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 後発地震に対して警戒・注意する体制を確保するべき期間 

市は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ8.0以上

の地震の発生から１週間、後発地震(南海トラフの想定震源域及びその周辺

で速報的に解析されたＭ6.8程度以上の地震が発生、又はプレート境界面で

通常とは異なるゆっくりすべり等を観測した後に発生する可能性が平常時

に比べて相対的に高まったと評価された南海トラフ地震、以下同じ。)に対

して、警戒する体制を確保するものとする。また、当該期間の経過後１週間、

後発地震に対して注意する体制を確保するものとする。 

（略） 

４ 避難対策等 

（1）地域住民等の避難行動等 

（略） 

本市における高齢者等事前避難対象地域は、前浜町２丁目、４丁目、５

丁目、中江町６丁目とする。国から後発地震に対して警戒する措置をとる

べき旨の指示がなされた場合、市はこの地域に対して、当該指示の期間中

「避難準備・高齢者等避難開始」を発令する。 

なお、住民事前避難対象地域は設定しない。 

市は、高齢者等事前避難対象地域内の要配慮者等に対し、避難場所、避難

路、避難方法及び家族との連絡方法等を平常時から確認しておき、国からの

指示が発せられた場合の備えに万全を期するよう努める旨を周知する。ま

た、南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)等が発表された場合において、

高齢者等事前避難対象地域内の地域住民等(要配慮者等除く。)及び事前避難

対象地域外の地域住民等に対し、日頃からの地震への備えを再確認する等防

災対応をとる旨を呼びかける。 

（略） 

９ 交通 

(1) （略） 

(2) 海上及び航空 

ア 第四管区海上保安本部(事務所を含む。)及び港湾管理者は、船舶の避

難等対策について、津波に対する安全性に留意し、地域別に必要な措置

を講じるものとする。 

イ 港湾管理者は、津波による危険が予想される地域に係る港湾の対策に

ついて、津波に対する安全性に留意して必要な措置を講じるものとする。 

ウ 空港管理者は、飛行場における対策について、津波に対する安全性に

留意し、運航者に対する必要な航空情報の提供等必要な措置を講じるも

２ 後発地震に対して警戒・注意する体制を確保するべき期間 

市は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ8.0以上

の地震の発生から１週間、後発地震(規模は最大クラス（Ｍ9）を想定)に対

して、警戒する体制を確保するものとする。また、当該期間の経過後１週間、

後発地震に対して注意する体制を確保するものとする。 

 

 

 

（略） 

４ 避難対策等 

(1）地域住民等の避難行動等 

（略） 

本市における高齢者等事前避難対象地域は、前浜町２丁目、４丁目、５

丁目、中江町６丁目とする。国から後発地震に対して警戒する措置をとる

べき旨の指示がなされた場合、市はこの地域に対して、当該指示の期間中

「高齢者等避難」を発令する。 

なお、住民事前避難対象地域は設定しない。 

市は、高齢者等事前避難対象地域内の要配慮者等に対し、避難場所、避難

路、避難方法及び家族との連絡方法等を平常時から確認して国からの指示が

発せられた場合の備えに万全を期するよう努める旨を周知する。また、南海

トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)等が発表された場合において、高齢者等

事前避難対象地域内の地域住民等(要配慮者等除く。)及び事前避難対象地域

外の地域住民等に対し、日頃からの地震への備えを再確認する等防災対応を

とる旨を呼びかける。 

（略） 

９ 交通 

(1) （略） 

(2) 海上 

ア 第四管区海上保安本部(事務所を含む。)及び港湾管理者は、船舶の避

難等対策について、津波に対する安全性に留意し、地域別に必要な措置

を講じるものとする。 

イ 港湾管理者は、津波による危険が予想される地域に係る港湾の対策に

ついて、津波に対する安全性に留意して必要な措置を講じるものとする。 

（削除） 

 

反映 

(計画構成の見

直し) 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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255 

 

 

 

 

256 

 

 

 

 

257 

 

のとする。また、後発地震の発生に備えて応急対策活動の基地として使

用するものについては、事前に必要な体制を整備するものとする。 

（略）  

１０ 県が管理等を行う道路、河川その他の施設に関する対策 

（略） 

(3) 災害応急対策の実施上重要な建物 

ア （略） 

イ 県は、市町村推進計画に定める避難所又は救護所の開設に必要な資機 

材の搬入、配備に協力するものとする。 

（略） 

１２ 広域応援部隊の活動 

先発地震が発生した場合で、かつ南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)

が発表された場合、警察災害派遣隊、緊急消防援助隊、TEC-FORCE は、「南

海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」(平成 27 年 3

月30日中央防災会議幹事会決定、令和2年5月改訂)に基づき活動するもの

とする。 

 

 

（略）  

１０ 県が管理等を行う道路、河川その他の施設に関する対策 

（略） 

(3) 災害応急対策の実施上重要な建物 

ア （略） 

イ 県は、市町村が南海トラフ地震防災対策推進計画に定める避難所又は救

護所の開設に必要な資機材の搬入、配備に協力するものとする。 

（略） 

１２ 広域応援部隊の活動 

先発地震が発生した場合で、かつ南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)

が発表された場合、警察災害派遣隊、緊急消防援助隊、TEC-FORCE は、「南

海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」(平成 27 年 3

月30日中央防災会議幹事会決定、令和3年5月改訂)に基づき活動するもの

とする。 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

257 

 

258 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)が発表された場合の対応 

(参考 南海トラフ地震に関連する情報) 

「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードと各キーワードを付記す

る条件 

発表時間 キーワード 各キーワードを付記する条件 

地震発生等から5～30分程度 調査中 （略） 

地震発生等から最短で２時間程度 巨大地震警戒 （略） 

巨大地震注意 （略） 

調査終了 （略） 

 

３．南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)が発表された場合の対応 

(参考 南海トラフ地震に関連する情報) 

「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードと各キーワードを付記す

る条件 

発表時間 キーワード 各キーワードを付記する条件 

地震発生等から5～30分 調査中 （略） 

地震発生等から最短で２時間 巨大地震警戒 （略） 

巨大地震注意 （略） 

調査終了 （略） 

 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

(計画構成の見

直し) 

 

 

(表記の整理) 
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259 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

259 

 

 
 

（追加） 

 

 

（追加） 

 

 

 

※大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災強化計画として定める「地震

防災応急対策に係る措置に関する事項」は、別紙「東海地震に関する事前対

策」のとおり。 

◆別紙「東海地震に関する事前対策」 

(図の修正) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 

 

1 （新設）第５編 東海地震に関する事前対策 
別紙「東海地震に関する事前対策」 

（現在、気象庁による「東海地震に関連する情報」の発表は行われていない。） 
 

1 第１章 対策の意義及び東海地震に関連する情報 第１章 対策の意義及び東海地震に関連する情報  

1 

 

 

 

 

 

第１節 東海地震に関する事前対策の意義 

（略） 

また、地震防災強化計画には、地震防災応急対策のほか、東海地震に係る

地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項、東海地震に係る防

災訓練に関する事項、及び東海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に

関する事項について定めることとされているが、これらの事項については、

第１節 東海地震に関する事前対策の意義 

（略） 

また、地震防災強化計画には、地震防災応急対策のほか、東海地震に係る地

震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項、東海地震に係る防災

訓練に関する事項、及び東海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関

する事項について定めることとされているが、これらの事項については、次

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(計画構成の見

直し) 
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1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「第２編災害予防」において定める。 

 

（追加） 

のとおりとする。 

 

１ 東海地震に係る地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関す 

る事項 

  第２編「災害予防」第２章「建築物等の安全化」第５節「地震防災上緊

急に整備すべき施設等の整備」で定めるとおり。 

２ 東海地震に係る防災訓練に関する事項 

  第２編「災害予防」第１１章「防災訓練及び防災意識の向上」第１節「防

災訓練の実施」で定めるとおり。 

３ 東海地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

  第２編「災害予防」第１１章「防災訓練及び防災意識の向上」第２節「防

災のための意識啓発・広報」及び第３節「防災のための教育」で定めると

おり。 

  加えて、次の措置を実施するものとする。 

 

〔広報に関する事項〕 

市、県警察及び名古屋地方気象台等における措置 

(1) 防災意識の啓発 

名古屋地方気象台は、第２編第１１章第２節で定める事項に加え、次

の事項について解説に努め、正しい知識について啓発を図る。 

ア 東海地震の予知に関する知識 

イ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の内容・性格並びにこれに基

づく措置の内容 

ウ 警戒宣言が発せられた場合における出火防止、近隣の人々と協力し

て行う避難･救助活動、初期消火及び自動車運行自粛等防災上とるべき

行動に関する知識 

(2) 防災に関する知識の普及 

市は、第２編第１１章第２節で定める事項に加え、警戒宣言発令時の

心得に関する事項に留意する。 

(3) 自動車運転者に対する広報 

市及び県警察は、警戒宣言が発せられた場合において、運転者として

適切な行動がとれるよう事前に必要な広報等を行うこととする。 

(4) 家庭内備蓄等の推進 

市は、警戒宣言が発せられた場合、食料その他生活必需品の入手が困

難になるおそれがあるため、第２編第１１章第２節で定めるとおり家庭

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(計画構成の見

直し) 
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2 

 

内備蓄等を推進する。 

また、警戒宣言が発せられた場合、発災による断水に備えて、緊急に

貯水するよう呼びかける。 

 

 

4 第２章 地震災害警戒本部の設置等 第２章 地震災害警戒本部の設置等  

4 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
地震災害警戒本部の設置等 

（略） （略） 

（略） （略） 

第２節 
警戒宣言発令時等の情報伝達 

（市）本部班(防災課)、
広報班(経営企画課) 
関係各課 

（略） 

第３節 
警戒宣言発令時等の広報 

（市）本部班(防災課) 、
広報班(経営企画課) 

（略） 

第４節 
警戒宣言後の避難状況等に関
する情報の収集、伝達等 

（市）本部班(防災課)、
関係各課 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
地震災害警戒本部の設置等 

（略） （略） 

（略） （略） 

第２節 
警戒宣言発令時等の情報伝達 

（市）広報班(経営企画
課) 
関係各課 

（略） 

第３節 
警戒宣言発令時等の広報 

（市）広報班(経営企画
課) 、市民班(市民課) 

（略） 

第４節 
警戒宣言後の避難状況等に関
する情報の収集、伝達等 

（市）市民班(市民課)、
避難所班(国保年金課) 

（略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

8 

 

第４節 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等 

１ 収集･伝達系統 

 

           （省略） 

第４節 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等 

１ 収集･伝達系統 

 

          （省略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

9 

 

 

 

２ 報告事項･時期 

（略） 

（2) それ以降は、「避難・地震防災応急対策の実施状況報告（様式２)」に

より報告することとし、報告事項及び報告時期は、次のとおりとする。 

２ 報告事項･時期 

（略） 

(2) それ以降は、「避難・地震防災応急対策の実施状況報告（様式２)」に

より報告することとし、報告事項及び報告時期は、次のとおりとする。 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

小学校・中学校 

市民プラザ 

公民館 

文化会館 

図書館(本館・分館) 

芸術文化ホール 

哲学たいけん村無我苑 

体育館 

水族館 

藤井達吉現代美術館 

小学校・中学校 

市民プラザ 

公民館 

文化会館 

図書館(本館・分館) 

芸術文化ホール 

哲学たいけん村無我苑 

体育館 

海浜水族館 

藤井達吉現代美術館 

教育委員会 教育委員会 
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9 

 

ア 報告事項 

（略） 

③ 東海地震予知情報の伝達、避難勧告・指示 

（略） 

ア 報告事項 

（略） 

③ 東海地震予知情報の伝達、避難指示 

（略） 

(改正後の災害

対策基本法第60

条第1項関係) 

11 第３章 発災に備えた資機材、人員等の配備手配 第３章 発災に備えた資機材、人員等の配備手配  

11 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
主要食糧、医薬
品の確保 

（市）本部班(防災課)、供給
班(商工課)、第1医療班(健康
課)、市民病院 

（略） 

（略） （略） 

第２節 
災害応急対策等
に必要な資機材
及び人員の配備 

（市）本部班(防災課)、第1
医療班(健康課)、環境班(環境
課)、土木施設管理班(土木港
湾課)、水道班(水道課)、下水
道班(下水道課)、消防署 

（略） 

（略） （略） 
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
主要食糧、医薬
品の確保 

（市）供給班(商工課)、第1
医療班(健康課)、市民病院 

（略） 

（略） （略） 

第２節 
災害応急対策等
に必要な資機材
及び人員の配備 

（市）第1医療班(健康課)、
環境班(環境課)、土木施設
管理班(土木港湾課)、水道
班(水道課)、下水道班(下水
道課)、消防署 

（略） 

（略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

16 第４章 発災に備えた直前対策 第４章 発災に備えた直前対策  

16 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第４節 
道路交通対策 

県公安委員会 （略） 

（市）本部班(防災課)、
土木施設管理班(土木港
湾課)、 
県公安委員会 

（略） 

第７節 
海上交通 

（略） １(1) 津波による危険が予想される海域に
係る港・沿岸付近の船舶に対する避難
勧告及び必要に応じた入港制限等 

（略） 

（略） （略） 
第８節 
飲料水、電気、ガス、
通信及び放送関係 

（市）本部班(防災課)、
水道班(水道課) 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第４節 
道路交通対策 

県公安委員会 （略） 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課)、 
県公安委員会 

（略） 

第７節 
海上交通 

（略） １(1) 津波による危険が予想される海域に
係る港・沿岸付近の船舶に対する避難
指示及び必要に応じた入港制限等 

（略） 

（略） （略） 
第８節 
飲料水、電気、ガス、
通信及び放送関係 

（市）水道班(水道課) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 
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18 

 

 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第１２節 
病院、診療所 

（市）本部班(防災課)、
第1医療班(健康課)、 
市民病院 
診療所病院、診療所 

（略） 

第１３節 
スーパー等 

（市）本部班(防災課)、
供給班(商工課)、 
スーパー等 

（略） 

第１４節 
緊急輸送 

（市）本部班(防災課)、
土木施設管理班(土木港
湾課)、調達班(行政課、
資産活用課)、 
中部運輸局 
第四管区海上保安本部 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

（略） （略） （略） 

第１２節 
病院、診療所 

（市）第1医療班(健康
課)、 
市民病院 
診療所病院、診療所 

（略） 

第１３節 
スーパー等 

（市）供給班(商工課)、 
スーパー等 

（略） 

第１４節 
緊急輸送 

（市）土木施設管理班
(土木港湾課)、調達班
(行政課、資産活用課)、 
中部運輸局 
第四管区海上保安本部 

（略） 

（略） （略） （略） 
 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 避難対策 

１ 市における措置 

（1) 避難対象地区の周知  

市は、警戒宣言が発せられた場合において避難指示（緊急)の対象とな

るべき津波危険地域（「第２編第９章第１節津波危険地域の指定」を参

照)、がけ地崩壊危険地域（「資料編（資料１－１)急傾斜地崩壊危険箇所」

を参照)の範囲（以下「避難対象地区」という。)を、警戒宣言発令時の

避難勧告等･指示等の対象地区として定め、対象地区の範囲、想定される

危険の種類、避難場所、避難ルート、避難所にある設備、物資等及び避

難所において行われる救護の措置、その他避難に関する注意事項（集団

避難、防火、防犯、持出品、服装、車での避難の禁止)を、関係地区住民

に対して周知するものとする。 

（略） 

（2) 避難の勧告等  

市長は、警戒宣言が発せられた場合において、住民等の生命及び身体

を保護するため必要があると認めるときは、あらかじめ定めた避難対象

地区について、避難の勧告、又は指示を行い、あるいは警戒区域の設定

を行うとともに、次の措置をとるものとする。 

（略） 

第１節 避難対策 

１ 市における措置 

(1) 避難対象地区の周知  

市は、警戒宣言が発せられた場合において避難情報の対象となるべき津

波危険地域（「第２編第９章第１節津波危険地域の指定」を参照)、がけ

地崩壊危険地域（「資料編（資料１－１)急傾斜地崩壊危険箇所」を参照)

の範囲（以下「避難対象地区」という。)を、警戒宣言発令時の避難情報

の対象地区として定め、対象地区の範囲、想定される危険の種類、避難

場所、避難ルート、避難所にある設備、物資等及び避難所において行わ

れる救護の措置、その他避難に関する注意事項（集団避難、防火、防犯、

持出品、服装、車での避難の禁止)を、関係地区住民に対して周知するも

のとする。 

（略） 

(2) 避難の指示等  

市長は、警戒宣言が発せられた場合において、住民等の生命及び身体を

保護するため必要があると認めるときは、あらかじめ定めた避難対象地

区について、避難の指示を行い、あるいは警戒区域の設定を行うととも

に、次の措置をとるものとする。 

（略） 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(改正後の災害

対策基本法第60

条第1項関係) 

 



碧南市地域防災計画(地震・津波災害対策計画)新旧対照表 
 

67 
 

 

頁   現行計画(令和3年2月修正) 改正後(令和4年2月修正) 改正理由 

26 

 

 

第７節 海上交通 

１ 第四管区海上保安本部における措置 

第四管区海上保安本部は、警戒宣言が発せられた場合、海上交通の安全

を確保するために、次の措置をとるものとする。 

（1) （略） 

（2) （略） 

（3) （略） 

（4) 貯木場からの木材流出防止の指導 

貯木場からの木材の流出による海上交通の阻害を防止するため、必要

な指導を行う。 

第７節 海上交通 

１ 第四管区海上保安本部における措置 

第四管区海上保安本部は、警戒宣言が発せられた場合、海上交通の安全

を確保するために、次の措置をとるものとする。 

(1) （略） 

(2) （略） 

(3) （略） 

（削除） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

36 第５章 市及び県が管理又は運営する施設に関する対策 第５章 市及び県が管理又は運営する施設に関する対策  

36 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
道路 

（市）本部班(防災課)、土木
施設管理班(土木港湾課) 

（略） 

第２節 
河川及び海岸 

（市）本部班(防災課)、農水
班(農業水産課)、土木施設管
理班(土木港湾課) 

（略） 

第３節 
港湾・漁港 

（市）本部班(防災課)、土木
施設管理班(土木港湾課)、農
水班(農業水産課) 

（略） 

第４節 
不特定かつ多数の者が
出入りする施設 

（市）本部班(防災課)、 
施設を管理する課 

（略） 

第５節 
地震防災応急対策の実
施上重要な建物に関す
る措置 

（市）本部班(防災課)、 
施設を管理する課 

（略） 

第６節 
工事中の建築物等に対
する措置 

（市）本部班(防災課)、 
関係各課 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
道路 

（市）土木施設管理班(土木港
湾課) 

（略） 

第２節 
河川及び海岸 

（市）農水班(農業水産課)、
土木施設管理班(土木港湾課) 

（略） 

第３節 
港湾・漁港 

（市）土木施設管理班(土木港
湾課)、農水班(農業水産課) 

（略） 

第４節 
不特定かつ多数の者が
出入りする施設 

（市）施設を管理する課 （略） 

第５節 
地震防災応急対策の実
施上重要な建物に関す
る措置 

（市）施設を管理する課 （略） 

第６節 
工事中の建築物等に対
する措置 

（市）関係各課 （略） 

 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

 

 

 

第１節 道路 

１ 市における措置 

市は、東海地震注意情報が発表された段階から、次のとおり所管道路に

おける管理上の措置をとるものとする。 

（1)～（6) （略） 

第１節 道路 

１ 市における措置 

市は、東海地震注意情報が発表された段階から、次のとおり所管道路に

おける管理上の措置をとるものとする。 

(1)～(6) （略） 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 
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37 （7) 警戒宣言発令時危険箇所 

地震が発生した場合、災害が発生する恐れのある区間内で、警戒宣言

が発せられた場合に危険となる箇所は下記のとおりである。 

路  線  名 所 在 地 状  況 管 理 上 の 措 置 

市道 長田橋柿池線 （長

田橋) 

碧南市長田町

地内 
橋梁危険 落橋の危険、車両通行止 

国道２４７号線 

（明石スカイブリッジ) 

碧南市明石町

地内 
橋梁危険 落橋の危険、車両通行止 

市道 明石海岸線 
碧南市松江町

地内 
橋梁危険 落橋の危険、車両通行止 

  ※長田橋架替予定 

(7) 警戒宣言発令時危険箇所 

地震が発生した場合、災害が発生する恐れのある区間内で、警戒宣言

が発せられた場合に危険となる箇所は下記のとおりである。 

路  線  名 所 在 地 状  況 管 理 上 の 措 置 

市道 長田橋柿池線 （長

田橋) 

碧南市長田町

地内 
橋梁危険 落橋の危険、車両通行止 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） 

  ※長田橋架替予定 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

38 

 

39 

 

第２節 河川及び海岸 

１ 河川及び海岸施設 

（略） 

（5) 関係機関と連携協力し、必要な措置を講ずる。 

（参考：市内における海岸及び津波の影響を受ける河川) 

区  分 名    称 所 在 地 延長（m) 管  理  者 

農地海岸 
三河湾沿岸衣浦港地 
区海岸碧南地区海岸 

碧南市川口町
地先 

1,850 
愛知県知事 

（農林水産省構造改善
局所管) 

河川海岸 
碧南海岸竜宮権現 
地区海岸 

碧南市築山町
地先 

～権現町地先 
1,760 

愛知県知事 
（国土交通省河川局所

管) 

河川海岸 
碧南海岸前浜新田 
地区海岸 

碧南市江口町
地先 

～潮見町地先 
560 

愛知県知事 
（国土交通省河川局所

管) 

（略） （略） （略） （略） （略） 

港湾海岸 
三河湾沿岸大浜漁港 
海岸北川地区海岸 

碧南市浜寺町
地先 

～築山町地先 
1,415 

愛知県知事 
（水産庁所管) 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

第２節 河川及び海岸 

１ 河川及び海岸施設 

（略） 

(5) 関係機関と連携協力し、必要な措置を講ずる。 

（参考：市内における海岸及び津波の影響を受ける河川) 

区  分 名    称 所 在 地 延長（m) 管  理  者 

農地海岸 
三河湾沿岸衣浦港地 
区海岸碧南地区海岸 

碧南市川口町
地先 

1,850 
愛知県知事 

（農林水産省構造改善
局所管) 

河川海岸 
碧南海岸竜宮権現 
地区海岸 

碧南市築山町
地先 

～権現町地先 
1,760 

愛知県知事 
（国土交通省水管理・国

土保全局所管) 

河川海岸 
碧南海岸前浜新田 
地区海岸 

碧南市江口町
地先 

～潮見町地先 
560 

愛知県知事 
（国土交通省水管理・国

土保全局所管) 

（略） （略） （略） （略） （略） 

漁港海岸 
三河湾沿岸大浜漁港 
海岸北川地区海岸 

碧南市浜寺町
地先 

～築山町地先 
1,415 

愛知県知事 
（水産庁所管) 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


